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包括外部監査の結果報告書 
 

第 1 外部監査の概要 

 

1．外部監査の種類 

地方自治法第 252 条の 37 第 1 項および第 2 項に基づく包括外部監査 

 

2．選定した特定の事件 

（1）外部監査対象 

港湾関係事業について 

 

（2）外部監査対象機関 

港湾空港局 

高知港事務所 

幡多土木事務所 

須崎土木事務所 

 

（3）外部監査対象期間 

平成 17 年度（自平成 17 年 4 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日） 

 

3．事件を選定した理由 

   高知県には、高知港、宿毛湾港、須崎港の 3 港の重要港湾がある。これら 3 港の整備に

要した資金に充てた起債の残高は平成 17 年度末で 12，320 百万円である。さらに、宿毛新

港の後背地に開発した宿毛湾港工業流通団地の用地は宿毛市土地開発公社により先行取得

されているが、この資金 4，878 百万円は未決済の状態にあり、今後、高知県が負担せざる

を得ない。また、起債の償還資金として一般会計から港湾整備事業特別会計への貸し付け

は平成 17 年度末で 3，184 百万円になっている。この結果、港湾整備事業特別会計の平成

17 年度末の債務および類似債務は合計で 20，382 百万円に上っている。 

   これら累積債務の償還状況は、港湾空港企画課の収支シミュレーションによれば、今後、

一切の投資的事業を行わない場合でも、平成 30年度末において 19，196百万円とわずか 1，

186 百万円（474 百万円の宿毛湾港流通工業団地の売却見込み金額を含む）の減少にしかな

らない。 

   一方、高知新港では、東工区の売却予定地のうち 2ｈａは現在野積場として使用されて
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いるが残りの約 11．2ｈａは、着工の見込みのない西工区の埋め立て用土砂約 65 万立方メ

ートルの置き場となっており、今後、売却予定地という本来の計画にそった具体的活用の

目処は全くたっていない。 

また、宿毛新港では、宿毛市土地開発公社が先行取得した用地買収資金が未決済の状態

にあることは先に触れたが、流通工業団地の一部 5．84ｈａを平成 13 年 11 月に公募を開

始したが、5 年経過した現在も一区画も分譲の申し込みが無く、今後 2．64ｈａを平成 19

年に公募予定（注）であるが、全予定区画面積 24．09ｈａの内公募済みおよび公募予定の

8．49ｈａを除いた残りの 15．60ｈａについては、具体的造成予定も無い状態にある。 

   このような、多額の資金を投入して執行される港湾整備事業を含む港湾関係事業が、適

切に執行され、計画に即した効果を発揮しているかを監査することは重要性が高いと判断

し、平成 18 年度包括外部監査のテーマとして選定することとした。 

 

（注）本報告書作成中の平成 19 年 2 月 1 日に第 2 期分譲を開始している。 

 

4．外部監査の方法 

（1）監査の観点 

高知県にある高知港、須崎港、宿毛湾港の 3 重要港湾に関わる事業について、以下の

各項目について、港湾関係事業は適正かつ効率的に実施されているか、またその結果、

港湾関係事業は当初の計画で予定していた効果を実現しているかについて監査した。な

お、今回の監査においては、事務の執行のみならず、事業の中断や転換を含めた計画の

見直しにまで踏み込んで検討の対象とした。 

① 事業計画は適切かつ明瞭に作成されているか。 

② 契約事務は効率性を考慮しながら適切に執行されているか。 

③ 収入は適切に計上されているか。 

④ 補助金は効率性を考慮しながら適切に運用されているか。 

⑤ 会計処理は適切になされているか。 

⑥ 資産管理は、適切になされているか。 

⑦ 特別会計は設置の趣旨に添って効率的に運営されているか。 

 

（2）主な監査手続き 

① 定期監査において提出する監査資料と同様の資料（重要契約、工事、資産等）等を

入手し、業務の概要を聴取するとともに、管理受託している施設を視察した。 

② 資産の管理状況を検証するため、現地と港湾台帳等との照合確認及び現地の視察を

行った。 

③ 契約事務の執行状況を検証するため、契約一覧表により、主要契約の概要を把握す

るとともに、主に契約金額を基準に選定した個々の契約について契約手続きの妥当

性、効率性を関係書類の査閲及び担当者からの説明聴取により検討した。 

④ 歳入歳出個別表より重要な取引についてその内容を調査した。 

 

5．外部監査の実施時期 

 

平成 18 年 4 月 11 日から平成 19 年 3 月 23 日まで 
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第 2 外部監査の結果 

Ⅰ．港湾事業の概要 

1．高知県の港湾の概要 

（1）高知県の海岸と港の状況 

高知県の海岸は総延長約 713ｋｍあり、その地形は中央部を流れる一級河川仁淀川を

境にして、東は浦戸湾を除いて出入りの少ない砂浜と段丘の連なる隆起海岸、西は浦の

内、須崎湾を始め沈降性の入り江と岩礁の多い山と絶壁が海に迫ったリアス式海岸とな

っている。この海岸沿線に港湾空港局が所管する重要港湾 3 港、地方港湾 16 港（内 2

港は避難港）、及び海洋局が所管する大小 88 の漁港が点在している。 

19 の港湾はそれぞれの地域の経済活動を担うとともに、災害時への対応を求められて

おり、さらに交流空間の拠点としての機能など様々な機能を求められている。 

88 の漁港は、水産業を支える社会基盤として、国民へ水産物を安定的に供給する役割

を果たし、漁港背後の漁村住民の生命や財産の保全、国民への海洋性レクリエーション

等の余暇空間の提供、さらには災害時の救援物資の運搬拠点等多面的な機能を有してい

る。 

（港湾法における港湾の区分及び漁業法による漁港の区分等は参考資料 1 に記載して

ある。） 

 

（2）高知県の港湾施設の概況 

① 高知県の港湾の位置 

    
    （高知港湾・空港整備事務所ホームページより） 

② 高知県の港湾の名称、種類 

名称、種類等は以下のとおりである。 

港湾の名称 港湾の種類 備考 
高知港 重要港湾 昭和 26 年 1 月政令指定 
須崎港 重要港湾 昭和 40 年 4 月政令指定 
宿毛湾港 重要港湾 昭和 61 年 6 月政令指定 
上川口港 地方港湾(避難港) 昭和 26 年 1 月政令指定 
室津港 地方港湾(避難港) 昭和 27 年 2 月政令指定 
甲浦港 地方港湾  
佐喜浜港 地方港湾  
奈半利港 地方港湾  
手結港 地方港湾  
久礼港 地方港湾  
上ノ加江港 地方港湾  
佐賀港 地方港湾  
下田港 地方港湾  
下ノ加江港 地方港湾  
以布利港 地方港湾  
清水港 地方港湾  
あしずり港 地方港湾  
三崎港 地方港湾  
下川口港 地方港湾  

 

（3）高知県の港湾の役割 

高知県においては、平成 15 年に港湾空港局の経営方針として、庁議において高知県に

おける港湾の役割を①産業を支え、地域を支える、②県民の生命、財産を守る、③交流

空間を作る、④環境との共生、という 4 つに分類し、事業を整理するとともに、予算の

体系や、パンフレットの表題として使用している。 

① 産業を支え、地域を支える 

四国外と本県間の貨物輸送において海運は移入貨物の約 60％、移出貨物の約 80％を

受け持ち、重要な役割を果たしている。平成 17 年における港湾取扱貨物は、2，571

万トンで主要品目は鉱産品、化学工業品、特殊品などであり、このうち高知港では 34％、

須崎港では 61％、宿毛湾港では 1％を取り扱った。 

 

② 県民の生命、財産を守る 

南海トラフ沿いで巨大地震の発生が予想されるなど、大規模地震発生に伴う津波・

地震災害の発生の恐れが高まっており、早急な対策が必要となっている。このため、

津波被害の軽減、防災体制の構築、迅速な避難の実施、効率的な緊急物資輸送、災害

復旧への早期対応を可能とするハードとソフトの両面で対策を行っている。 
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③ 交流空間を作る 

みなとオアシス 

国土交通省が制度化したもので、海辺や既存港湾の施設やスペース、地域資源を活

用し「みなとのにぎわい空間・拠点」（オアシス）を創り出そうというもの。 

客船誘致・科学調査船 

外航・内航客船の誘致及び受入に向けて港湾関係や観光関係機関・団体とともに、

官民一体となった態勢を整備。 

地球深部探査船「ちきゅう」が寄港し、一般公開をおこなった。 

 

④ 環境との共生 

プレジャーボートを適切に収容し、水域利用の適正化と安全及び環境上の問題を早

急に解消させる。 

 

（4）高知県の港湾の管理組織 

高知県の 19 港は、平成 17 年度は、港湾空港企画課、港湾課、海岸課、港湾空港振興

課の 4 課からなる港湾空港局が所管しており、出先機関では、室戸土木事務所、安芸土

木事務所、南国土木事務所、高知港事務所、須崎土木事務所、中村土木事務所、宿毛土

木事務所及び土佐清水土木事務所の 7 土木事務所、1 港事務所が管理している。 

平成 18 年度は、港湾空港企画課、港湾課、海岸課、港湾空港振興課の 4 課からなる港

湾空港局が所管しており、出先機関では、安芸土木事務所、中央東土木事務所、高知土

木事務所、須崎土木事務所、幡多土木事務所の 5 土木事務所が管理している。 

なお、港湾空港局の所管事務一覧は、参考資料 2 として記載してある。 

 

2．高知県の重要港湾の概要 

（1）高知県の重要港湾の港湾計画における位置付け 

港湾計画における高知県の重用港湾の位置づけは次のとおりである。計画設定から時

間が経過しているものもあり、データは、可能な限り直近のものも併記した。 

① 高知港（平成 12 年 11 月 改訂） 

高知港は、土佐湾の中央部に位置し、古くから京阪神と南四国を結ぶ海上交通の要

衝として機能してきており、昭和 26 年に重要港湾に指定された。 

本港は、我が国の鉄鋼産業に不可欠な良質の鉱産資源の産地を背後に有し、その積

出基地として、重要な役割を果たしている。本港からの蛇紋岩の移出は、全国の需要

量の約 70％を占め、また、鉄鋼生産用石灰石の移出は、近接する須崎港と合わせて全

国の需要量の約 40％を占めている。さらに、本県の基幹産業である園芸農作物の多く

は、フェリー（※1）を利用して、首都圏以北へ供給されている。 

（※1）平成 19 年 1 月現在高知港からのフェリーは就航していない。 

こうしたことから、本港は我が国における海上輸送網の拠点として、国の利害に重

大な関係を有する港湾に位置付けられている。 

高知新港（三里地区）については、船舶の大型化等物流の効率化に対応するため、

昭和 49 年に浦戸湾外への展開が計画され、その後、昭和 56 年に現在の計画に変更さ

れた。昭和 63 年に防波堤整備に着工して平成 10 年 3 月に一部供用を開始した。現在、

3 万 D／W 級の大型貨物船による輸送が行われるとともに、国際定期コンテナ航路が就

航している。 

一方、浦戸湾内港は変化に富んだ水際線を有している。この水際線を全国に誇るこ

とのできるウォーターフロントとして、一層、市民に開かれた空間とすることが求め

られている。 

 

② 須崎港（平成 11 年 3 月 改訂） 

須崎港は、土佐湾のほぼ中央に位置し、須崎市をはじめ 1 市 4 町 4 村からなる高幡

広域生活圏を背後地域とする高知県の中核港湾として発展し、昭和 40 年 3 月に重要港

湾に指定されている。 

本港は現在、石灰石、セメント等の臨海部立地企業の生産活動を支え、高知県全体

の港湾取扱貨物量の約 60％（※2）を占める県下最大の貿易港として大きな役割を果

たしており、平成 8 年の港湾取扱貨物量は外貿 423 万トン、内貿 1，391 万トン（※3）

に達している。 

（※2）平成 17 年においては 61．4％ 

（※3）平成 17 年の港湾取扱貨物量は外貿 358 万トン、内貿 1，219 万トン 

また、近年、四国横断自動車道等の広域交通体系の整備を背景として、高知中央、

幡多広域生活圏との連携により、瀬戸内地域との結びつきを強め、一体的な発展を実

現していく「高幡広域生活圏」を背後地域とする流通港湾として、産業の拡充・振興

や他の交通体系の整備に伴った港湾機能の充実が望まれている。 

一方、本港は、リアス式海岸に開けた天然の良港であるがゆえに、その地理的・地

形的条件が時として短所ともなり、外洋からの津波に対して極めて弱く、過去幾たび

も津波による被害を蒙り、近年では昭和 21 年の南海沖地震津波、昭和 35 年のチリ地

震津波により甚大な被害を受けている。このため市民の尊い生命と貴重な財産を守る

ことはもとより、このことが地域経済の発展に大きな障害となっていることなどから、

湾口地区の恒久的な津波対策である防波堤の早期完成が切望されている。 
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③ 宿毛湾港（平成 14 年 11 月 改訂） 

宿毛湾港は、四国の西南部、宿毛湾の奥部に位置し、静穏な海域を有する立地条件

を活かし古くから天然の良港として、水産品の流通拠点や木材の積出基地の機能を果

たしてきた。加えて、昭和 46 年の定期フェリー航路の開設により、九州との窓口機能

を果たすなど、地域経済を支える港として発展してきた。 

このように、九州と四国との連携拠点としての機能に加え、平地が乏しく交通体系

の整備が立ち遅れているため産業の発展が遅れていた四国西南地域の振興を担うべく、

昭和 61 年 6 月に重要港湾に指定され、同 10 月には、地域産業開発港湾として、外内

貿埠頭の整備、新規産業立地のための工業用地の造成を基本とする新規の港湾計画を

策定した。その後、池島地区を中心に整備が進められ、平成 12 年 12 月には水深 13m

外貿埠頭を水深 10m で暫定供用するとともに、平成 13 年度からは背後の工業用地の第

1 期分譲を開始している。 

 

（2）高知県の重用港湾の貨物取扱実績 

① 過去 3 カ年の高知県の重用港湾の貨物取扱量 

（単位：千フレート・トン  未満切り捨て） 

3 港合計 合 計 外貿 計 輸 出 輸 入 内貿 計 移 出 移 入 

平成 15 年 24,485 2,981 2,113 867 22,504 16,664 5,839 

平成 16 年 25,452 3,794 2,740 1,054 21,657 16,388 5,269 

平成 17 年 25,345 4,206 2,791 1,414 21,138 16,186 4,952 

高知港 合 計 外貿 計 輸 出 輸 入 内貿 計 移 出 移 入 

平成 15 年 8,929 226 45 180 8,702 5,698 3,003 

平成 16 年 9,171 310 47 262 8,860 5,893 2,967 

平成 17 年 8,655 619 52 567 8,035 5,632 2,402 

須崎港 合 計 外貿 計 輸 出 輸 入 内貿 計 移 出 移 入 

平成 15 年 15,331 2,745 2,067 677 12,585 10,409 2,175 

平成 16 年 16,136 3,484 2,692 791 12,652 10,456 2,195 

平成 17 年 15,781 3,583 2,739 843 12,197 10,068 2,129 

宿毛湾港 合 計 外貿 計 輸 出 輸 入 内貿 計 移 出 移 入 

平成 15 年 1,224 9 0 9 1,215 556 659 

平成 16 年 144 0 0 0 144 38 106 

平成 17 年 908 3 0 3 905 484 420 

（注）フレートトンとは、港湾統計における貨物のトン数の単位。容積 1,113 立方メートル（40

立方フィート）、重量 1,000 キロを 1 トンとし、容積か重量のどちらか大きい方をもって計

算する。 

貨物運賃計算の基礎となる貨物の単位で、運賃トンともいう。 

 

② 高知港、須崎港の平成 17 年の主要取扱品目 

高知港主要取扱品目             須崎港主要取扱品目 

 

 

3．港湾事業関連収支の概要 

（1）港湾空港局の予算体系 

港湾空港局の業務の概要を現すＨ18 当初予算額の概要は以下のとおりである。なお、

Ｈ19 当初予算額、Ｈ18 当初予算額、Ｈ17 決算額の概要は参考資料 3 として別途添付し

てある。 

（単位：千円）      

① 合計                12，999，963 

          うち一般会計          12，021，984 

          うち特別会計            977，979 

② 産業を支え、地域を支える       8，362，790 

          基盤整備             3，409，154 

            港湾の整備          2，998，795  

            港湾の維持管理         394，433 

            港湾の計画・調査         15，926 

          産業振興             4，953，636 

③ 県民の生命、財産を守る        2，639，382 

フェリー
4.4%

石炭
5.7%

フェリー
5.0%

重油・石油製品
11.9%

その他　1.6%
（ｺﾝﾃﾅ等）

その他　2.6%
（ｺﾝﾃﾅ等）

セメント　1.9%

砂利・砂　3.8%

非金属鉱物　4.0%

非金属鉱物　14.3%

セメント 15.6%

石灰石　29.2%

輸移入
34.3%

輸移出
65.7%

平成１７年
865万トン

廃棄物
4.1%

その他  0.4%
非金属鉱物  4.5%

石灰石
3.7%砂利・砂  0.8%
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4.1%

林産品  1.3%

セメント  24.6%

石灰石  56.5%
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81.1%
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18.9%

平成１７年
1578万トン
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            海岸の整備          2，451，843 

            海岸の維持管理          184，039 

            海岸の計画・調査         3，500 

④ 交流空間を作る              392，981 

          海辺の環境整備            210，950 

            環境との共生           167，808 

            放置艇対策の推進         43，142 

          高知龍馬空港の整備         182，031 

⑤ その他                1，604，810 

 

なお、「産業を支え、地域を支える」の、産業振興に分類されている事業のうち 4，883，

259 千円は用地先行取得費であるが、内容は監査の結果の項目で詳説する。またその他

のうち、858，770 千円はこれもまた監査の結果の項目でふれるが特別会計の地方債元利

償還金である。 

また、一般会計と特別会計の関係は参考資料 4、港湾関係起債事業の仕組みについて

は参考資料 5 として記載してある。 

 

（2）平成 17 年度の港湾整備事業特別会計の概要 

平成 17 年度の港湾整備事業特別会計（以下港湾特会という）の概要は以下のとおりで

ある。 

（単位：千円  未満切り捨て）        

港湾整備事業収入                    3，546，091 

使用料                     139，300 

港湾使用料                 139，300 

財産収入                  96，531 

土地売却収入              11，217 

財産貸付収入              85，313 

諸収入                   941，425 

他会計借入金              820，000 

雑入                  121，192 

過年度収入                 216 

延滞金                   15 

県債                  2，363，000 

港湾整備事業債             60，000 

借換債               2，303，000 

繰越金                   5，834 

港湾整備事業費               3，542，475 

港湾整備事業費               787，559 

港湾施設維持費             31，977 

高知新港管理運営費           39，727 

地方債元利償還金            715，854 

臨海土地造成事業費           2，754，916 

宿毛湾港臨海土地造成事業費       13，864 

高知新港臨海土地造成事業費       1，979 

地方債元利償還金            2，739，071 

 

（3）港湾整備事業特別会計（以下港湾特会という）の収入の状況 

平成 17 年度の港湾特会の使用料収入の状況は以下の表の通りである。 

（単位：千円） 

港湾名 種別 合計額 係留 荷さばき 野積場 その他 

使用料 80,276 - - 50,504 29,772 

占有料 41,288 - 21,032 20,240 16 

 

高知港 

合計 121,564 - 21,032 70,744 29,788 

使用料 11,237 - - 11,236 1 

占有料 - - - - - 

 

須崎港 

合計 11,237 - - 11,236 1 

使用料 6,500 - 6,500 - - 

占有料 - - - - - 

 

宿毛湾港 

合計 6,500 - 6,500 - - 

使用料 98,013 - 6,500 61,740 29,773 

占有料 41,288 - 21,032 20,240 16 

 

合計 

合計 139,301 - 27,532 81,980 29,789 

なお、一般会計の港湾使用料の港別の状況は、参考資料 6 として添付してある。 

また、係留施設の一覧、港湾施設の使用料及び占有料等は参考資料 7 から参考資料 12

として添付してある。 

 

（4）港湾特会の累積債務及び収支予測 

平成 17 年度末における港湾特会の起債未償還残高は約 123 億円、起債を償還するため
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に港湾特会が借りた一般会計からの借入金は約 31 億 84 百万円である。 

これに将来高知県が負担すべき、宿毛市土地開発公社に先行取得させた用地分約 48

億 78 百万円を合わせると港湾特会の累積債務は合計約 203 億 62 百万円となっている。 

 

平成 17 年度末港湾特会起債残高内訳                （単位：円） 

 高知港 須崎港 宿毛湾港 合 計 

機能債 5,923,053,053 241,206,105 909,809,764 7,074,068,922 

臨海債 2,589,000,000 － 2,657,000,000 5,246,000,000 

合計 8,512,053,053 241,206,105 3,566,809,764 12,320,068,922 

特別会計における機能債と臨海債の仕組みは参考資料 5 として添付してある。 

一方、これら債務の償還状況を予測するために、港湾空港局が一定の条件をおいて試

算した港湾特会の収支シミュレーション（以下港湾特会収支シミュレーションという。）

の詳細は参考資料 13 として添付してあるがその概要は以下のとおりである。 

 
港湾特会収支シミュレーション概要                         （単位：千円  未満切り捨て） 
年
度 

一般会計
借入金 

その他 
収入 収入合計 公債元金 公債利子 

一般会計
返済金 

その他 
支出 支出合計 地方債残高 

一般会計借入
金残高 

17         12,320,068 3,184,194 

18 421,253 556,726 977,979 599,535 261,095  119,210 979,840 11,774,533 3,605,447 

19 953,890 834,633 1,788,523 1,477,743 236,282  74,496 1,788,522 10,296,789 4,559,337 

20 539,337 275,740 815,077 535,823 204,757  74,496 815,076 9,760,966 5,098,674 

21 527,219 259,463 786,682 520,575 191,609  74,496 786,681 9,240,390 5,625,893 

22 529,641 243,156 772,797 519,191 179,108  74,496 772,796 8,721,198 6,155,534 

23 1,142,602 231,939 1,374,541 1,133,021 167,023  74,496 1,374,540 7,588,177 7,298,136 

24 2,468,897 231,939 2,700,836 2,493,283 133,056  74,496 2,700,835 5,094,894 9,767,003 

25 756,181 231,939 988,120 807,691 105,931  74,496 988,119 4,287,202 10,523,214 

26 565,481 231,939 797,420 634,106 88,816  74,496 787,419 3,653,096 11,088,695 

27 2,719,387 231,939 2,951,326 2,401,867 74,962  74,496 2,551,325 1,251,228 13,808,082 

28 339,602 231,939 571,541 477,549 19,495  74,496 571,540 773,679 14,147,684 

29 163,750 231,939 395,689 309,573 11,618  74,496 395,688 464,105 14,311,434 

30 4,485 231,939 236,424 155,180 6,747  74,496 236,423 308,925 14,315,919 

31  231,939 231,939 126,094 4,328 27,019 74,496 231,939 182,830 14,288,899 

32  231,939 231,939 107,632 2,330 47,480 74,496 231,939 75,197 14,241,418 

33  231,939 231,939 58,640 688 98,113 74,496 231,939 16,557 14,143,305 

34  231,939 231,939 16,557 87 140,798 74,496 231,939 0 14,002,506 

35  231,939 231,939   157,443 74,496 231,939 0 13,845,063 

36  231,939 231,939   157,443 74,496 231,939 0 13,687,620 

以下、毎年同額の収入と一般会計返済金として見込んでいる。 

なお、港湾特会収支シミュレーションは、地方債の償還等は予定額により、その他の

収支については基本的には平成 18 年度の予算額を基礎として作成したものである。従っ

て、将来予測について港別に個別に収支予測を予測をたてたうえでの積み上げで作成し

たものではない。 

港湾特会収支シミュレーションによれば、起債の償還が終わる平成 34 年度における一

般会計借入金は約 140 億 2 百万円で、これに宿毛市土地開発公社に先行取得させた用地

取得費約 48 億 78 百万円を合わせて約 188 億 8 千万円の累積債務となる。 

この後の計画では分譲や貸付をほとんど見込まず、収入も現状より増加しないと仮定

し、使用料収入及びその他の収入の見込額約 2 億 31 百万円から維持管理費約 74 百万円

を差し引いた約 1 億 57 百万円を毎年一般会計に返済していく場合で計算しているが、こ

れによれば平成 34 年度における一般会計借入金約 140 億 2 百万円を完済するのは平成

17 年度末から約 106 年先である。 

また、この港湾特会収支シミュレーションでは宿毛市土地開発公社に先行取得させた

用地取得費約 48 億 78 百万円は含まれていない一方で、平成 19 年に工業団地の分譲によ

る収入 474，075 千円を計上している。一般会計借入金にこれらの要素を加味した平成

34 年度における累積債務約 193 億 54 百万円を毎年 1億 57 百万円ずつ返済していくと仮

定すると完済には平成 17 年度末から約 140 年かかる計算となる。 

また、これらの金額は平成 17 年 1 月の国勢調査による県民人口 796,292 人から計算す

ると、累積債務約 193 億 54 百万円は県民一人当たり 24,305 円の負担になり、そのうち

の用地取得費約 48 億 78 百万円は県民一人当たり 6,126 円の負担になる。 
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Ⅱ．監査の結果及び意見 

1．港湾施設の利用状況について 

（1）高知新港の利用率について 

港湾課においては、高知新港の－12ｍ岸壁の利用日数により算定した比率を岸壁利用

率として各種港湾関係資料に記載している。また、これら港湾関係資料のなかのＨ18．

12．5 調査の「高知新港－12ｍ岸壁の利用実績」においては、この「利用率」を「占有

率」と表記している。 

 

高知新港－12ｍ岸壁利用率（県作成資料） 

 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 

年間利用隻数 39 隻 33 隻 46 隻 33 隻 57 隻 

年間利用日数 108 日 111 日 105 日 95 日 163 日 

岸壁利用率 30％ 30％ 29％ 26％ 45％ 

 

さらに、高知新港の利用度合いについて、他の港湾の岸壁に比較し低いわけではない

という説明の資料として、日本港湾協会の機関誌「港湾」1998 年 11 月号に掲載された

「港湾豆知識」の八戸港、釧路港、四日市港の岸壁での各々2 ヶ月間の占有率（輸送機

関が施設を利用している時間の割合）が各々37％、51％、38％であるという数値を示し

ている。 

しかし、「港湾」に記載された「占有率」は時間単位での計算であり、日単位で計算し

た高知新港－12ｍ岸壁の計算とはその基準が大きく異なっている。 

平成 17 年度の高知新港－12ｍ岸壁の時間及び日による利用状況は以下の表、「高知新

港の－12ｍ岸壁の利用実績（個別詳細データ集計による）」のとおりである。  

高知新港－12ｍ岸壁の時間を基準とした利用率（占有率）は 33．8％となっており、

日を基準とした利用率 46．5％に比較し著しく低くなっている。（以下この項においては

時間を基準とした利用状況を「占有率」、日を基準とした利用状況を「利用率」という。）

さらに、上記「港湾」掲載の占有率と比較しても高知新港－12ｍ岸壁の時間を基準とし

た占有率は相当に低い数値を示しており、双方の数値を比較することは全く意味の無い

ことであると同時に、誤解を与えかねない数値の提示である。 

なお、この指摘は、高知県が港湾の利用率を日単位でおこなうことが問題点であると

しているのではなく、異なる基準の数値を適切な注釈なしで比較することの問題を指摘

しているものである。 

参考までに、時間を基準とした占有率として、国土交通省国会同開発局港湾空港部港

湾計画課がおこなった係留施設の評価手法の検討においてサンプルとして選定された苫

小牧港、函館港、稚内港の 3 カ所の岸壁における年間占有時間から算定した占有率はそ

れぞれ 34．9％、40．8％、38．8％、となっており、いずれも高知新港－12ｍ岸壁の時

間を基準とした占有率より高い数値となっている。 

なお、県が各種委員会等に資料として公表している平成 17 年度の利用日数は「高知新

港－12ｍ岸壁利用率（県作成資料）」に記載のとおり 163 日であるが、監査の過程で入手

した岸壁の利用状況詳細データを別途集計した「高知新港の－12ｍ岸壁の利用実績（個

別詳細データ集計による）」によれば平成 17 年度の利用日数は 170 日となった。この差

異が発生した理由は、「高知新港－12ｍ岸壁利用率（県作成資料）」作成時の集計誤りで

あり今後のデータの公表に際しては平成17年度の利用日数は170日に訂正するようにし

た。 

 

高知新港の－12ｍ岸壁の利用実績（個別詳細データ集計による） 

 
対象日数 利用日数 利用率 

利用可能 

総時間 
利用時間 占有率 

4 月 30 17 56.6％ 720 351.16 48.7％ 

5 月 31 11 35.4％ 744 200.98 27.0％ 

6 月 30 8 26.6％ 720 143.16 19.8％ 

7 月 31 14 45.1％ 744 259.05 34.8％ 

8 月 31 16 51.6％ 744 291.81 39.2％ 

9 月 30 12 40.0％ 720 184.00 25.5％ 

10 月 31 16 51.6％ 744 283.36 38.0％ 

11 月 30 21 70.0％ 720 304.25 42.2％ 

12 月 31 8 25.8％ 744 136.75 18.3％ 

1 月 31 21 67.7％ 744 403.81 54.2％ 

2 月 28 12 42.8％ 672 207.38 30.8％ 

3 月 31 14 45.1％ 744 195.61 26.2％ 

計 365 170 46.5％ 8,760 2,961.32 33.8％ 

 

さらに、平成 17 年度の高知新港－8ｍ岸壁の時間及び日による利用状況は以下の表、

高知新港の－8ｍ岸壁の利用実績のとおりである。 

港湾関係の各種資料において、週 1 便の韓国からの定期コンテナ船の就航ということ

以上には利用度合いの説明がほとんどなされていない－8ｍ岸壁は、平成 17 年度におい

ては、延べ 51 日間、時間による占有率 2．9％とほとんど利用されていないのが実態で

ある。 
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高知新港の－8ｍ岸壁の利用実績 

 
対象日数 利用日数 利用率 

利用可能 

総時間 
利用時間 占有率 

4 月 30 5 16.6％ 720 26.25 3.6％ 

5 月 31 3 9.6％ 744 17.83 2.3％ 

6 月 30 4 13.3％ 720 33.25 4.6％ 

7 月 31 5 16.1％ 744 27.33 3.6％ 

8 月 31 4 12.9％ 744 20.08 2.6％ 

9 月 30 5 16.6％ 720 17.25 2.3％ 

10 月 31 5 16.1％ 744 19 2.5％ 

11 月 30 4 13.3％ 720 19.16 2.6％ 

12 月 31 5 16.1％ 744 22.83 3.0％ 

1 月 31 3 9.6％ 744 25.33 3.4％ 

2 月 28 4 14.2％ 672 12.58 1.8％ 

3 月 31 4 12.9％ 744 16.08 2.1％ 

計 365 51 13.9％ 8,760 256.97 2.9％ 

 

（2）高知港における主な港湾施設の利用状況について 

高知新港を含む高知港の主要港湾施設の利用状況を把握した。なお、高知港の埠頭及

び係留施設の状況は参考資料 7 高知港の埠頭及び係留施設及び参考資料 8 高知新港の埠

頭及び係留施設として添付してある。 

① 荷さばき地の利用状況 

荷さばき地の利用状況を 100％利用された場合の計上可能使用料（最大使用料とい

う。）に対する実際の使用料の比率で把握した。計算に当たり、使用可能面積は県作成

の港湾台帳に記載されている荷さばき地の総面積から、港事務所作成の図面に記載さ

れている占用面積（407 ㎡）を控除して計算した。また、最大使用料は簡便的に、料

金表に基づき 3 円 10 銭×使用可能面積×365 日×1.05 で計算した。 

荷さばき地の使用料は一般会計に計上されているが、新港における使用料の一部は

港湾特会に計上されている。 

新港以外における荷さばき地の稼働率は 19.24％である。うち北タナスカの荷さば

き地はほぼ遊休となっており、現場視察の結果、無断駐車や車両の不法投棄が行われ

ている。北タナスカの荷さばき地については項を改めて触れる。 

新港における荷さばき地の稼働率は 7.73％である。 

 

岸壁 実際使用料

（Ａ） 

使用可能面積 

 

最大使用料 

（B） 

稼働率 

（A）÷（B） 

第 1 埠頭（港町・潮江・東潮江） 5,671,060 円 23,698 ㎡  28,155,001 円 20.14％  

第 3 埠頭（弘化台） 5,120,460 円 9,621 ㎡  11,430,470 円 44.80％  

第 4 埠頭（北タナスカ） 20,010 円 3,557 ㎡  4,225,983 円 0.47％  

第 5 埠頭（朝日ヶ丘・新築） 779,950 円 14,150 ㎡  16,811,261 円 4.64％  

種崎 284,560 円 918 ㎡  1,090,653 円 26.09％  

新港以外計 11,876,040 円 51,944 ㎡  61,713,367 円 19.24％  

第 7 埠頭（新港） 5,104,180 円 55,545 ㎡  65,991,626 円 7.73％  

合計 16,980,220 円 107,489 ㎡  127,704,993円 13.30％  

 

② 野積場の利用状況 

野積場の利用状況を 100％利用された場合の計上可能使用料（最大使用料という。）

に対する実際の使用料の比率で把握した。計算に当たり、使用可能面積は県作成の港

湾台帳に記載されている野積場の総面積に修正を加えたものから、港事務所作成の図

面に記載されている占用面積（26,980 ㎡）を控除して計算した。また、最大使用料は

簡便的に、料金表に基づき 2 円 10 銭×使用可能面積×365 日×1.05 で計算した。 

岸壁 実際使用料 

（Ａ） 

使用可能面積 

 

最大使用料 

（B） 

稼働率 

（A）÷（B） 

第 1 埠頭（港町・潮江・東潮江） 31,989,650 円 53,559 ㎡  43,105,622 円 74.21％  

第 2 埠頭（中の島・若松町） 4,088,460 円 8,067 ㎡  6,492,523 円 62.97％  

第 3 埠頭（弘化台） 853,100 円 1,060 ㎡  853,115 円 100.00％  

第 4 埠頭（北タナスカ） 10,400,160 円 13,547 ㎡  10,902,964 円 95.39％  

第 5 埠頭（朝日ヶ丘・新築） 701,740 円 4,973 ㎡  4,002,395 円 17.53％  

第 6 埠頭（横浜） 0 円 2,298 ㎡  1,849,488 円 0.00％  

新港以外計 48,033,110 円 83,504 ㎡  67,206,107 円 71.47％  

第 7 埠頭（新港） 2,091,100 円 31,887 ㎡  25,663,455 円 8.15％  

合計 50,124,210 円 115,391 ㎡  92,869,562 円 53.97％  

野積場の使用料は港湾特会に計上されている。 

新港以外における野積場の稼働率は 71.47％である。うち第 1 埠頭の野積場におけ

る占用貸の一部（㈱はらみの倉庫 1,152 ㎡）はイベントホールとなっている。第 6 埠

頭（横浜地区）の野積場の占用貸以外の部分は、不法投棄や不法占拠により供用でき

る状態でなく、使用料収入は発生していない。なお、第 1 埠頭の野積場におけるイベ

ントホールに関する事項、及び第 6 埠頭の野積場不法投棄や不法占拠については、5．
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財産管理に関する事項において詳しく指摘する。 

新港における野積場の 1/3 は、高知ファズ㈱の輸入物流ターミナル敷地（15,332 ㎡）

として占用貸されている。占用部分以外の部分の稼働率は 8.15％である。 

写真左上は、北タナスカ荷さばき内の不法投棄と思われる車両、写真右上は第 6 埠

頭（横浜地区）野積場の不法占拠物件、写真左下は、第 6 埠頭（横浜地区）野積場の

ゴミの不法投棄、写真右下は第 1 埠頭野積場のイベントホール(2006.11.10)である。 

 

 

③ 荷役機械の利用状況 

荷役機械の利用状況を 100％利用された場合の計上可能使用料（最大使用料とい

う。）に対する実際の使用料の比率で把握した。計算に当たり、使用可能時間は 1 日 8

時間稼動可能と仮定し、365 日で計算した。ガントリークレーン及びシップローダー

の最大使用料は簡便的に料金表に基づき以下のように算出した。 

ガントリークレーン 17,700 円×2×使用可能時間 

シップローダー   13,800 円×2×使用可能時間 

また、リーチスタッカーについては、すべて減免措置による金額で利用されている

ため、最大使用料は当該金額に基づき以下のように算出した。 

リーチスタッカー （3,400 円－1,500 円）×2×使用可能時間 

会計区分 実績使用料（A） 使用可能時間 最大使用料（B） 
使用料稼働率 

（A）÷（B） 

ガントリークレーン 6,653,400 円 2,920 時間 103,368,000 円 6.44％  

シップローダー 6,549,480 円 2,920 時間 80,592,000 円 8.13％  

リーチスタッカー 2,914,670 円 2,920 時間 11,096,000 円 26.27％  

 

新港における荷役機械の使用料のうち、ガン

トリークレーン及びシップローダーは特別会計、

リーチスタッカーは一般会計に計上されている。

ガントリークレーン、シップローダー、リー

チスタッカーの利用状況はそれぞれ 6.44％、

8.13％、26.27％である。 

バースがひとつしかないのがネックとなって

おり、岸壁全体が供用されれば利用率が上昇す

ると思われる。 

 

高知新港のガントリークレーン（写真上）及

びシップローダー（写真下） 

 

 

 

 

④ ガントリークレーン及びシップローダーの取得原価、期待貨物量及び実績貨物量 

次に、ガントリークレーン及びシップローダーの取得原価、期待貨物量及び実績貨

物量は下記の表の通りである。 

 ガントリークレーン シップローダー 

取得原価 606,729,000 円 483,912,000 円 

耐用年数 45 年 20 年 

年償却費※ 13,482,866 円 24,195,600 円 

実績使用料 6,653,400 円 6,549,480 円 

期待貨物量① 65,000TEU／年 1,542,500t／年 

実績貨物量② 6,694TEU／年 246,220t／年 

実績値の割合（②／①） 10.29％ 15.96％ 
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※1 年償却費は残存価格ゼロ、定額法で計算している。 

    ※2 期待貨物量は新港計画時に機械の能力計算の基礎とした貨物量 

ガントリークレーンの年償却費13,482,866円に対して実績使用料は6,653,400円で

6,829,466 円の不足、シップローダーの年償却費 24,195,600 円に対して実績使用料は

6,549,480 円で 17,646,120 円の不足となっており、現状では、年償却費分の回収もで

きていない状態であるといえる。 

また、実績貨物量の期待貨物量に占める割合は、ガントリークレーンでは 10.29％、

シップローダーでは 15.96％となっている。 

 

（3）須崎港における主な港湾施設の利用状況について 

須崎港の主要港湾施設の利用状況を把握した。なお、須崎港の埠頭及び係留施設の状

況は参考資料 9 須崎港の埠頭及び係留施設として添付してある。 

① 荷さばき地の利用状況 

荷さばき地の利用状況を 100％利用された場合の計上可能使用料に対する実際の使

用料の比率で把握した。計算に当たり、使用可能面積は県作成の港湾台帳に記載され

ている荷さばき地の総面積により計算した。また、最大使用料は簡便的に、料金表に

基づき 3 円 10 銭×使用可能面積×365 日×1.05 で計算した。 

 

岸壁 実際使用料 

（Ａ） 

使用可能面積 

 

最大使用料 

（B） 

稼働率 

（A）÷（B） 

1 万トン岸壁 (大峰) 0 円 2,000 ㎡ 2,376,150 0.00％  

須崎港における荷さばき地の使用料は一般会計に計上されている。 

須崎港における荷さばき地の稼働率は 0％である。  

 

② 野積場の利用状況 

野積場の利用状況を 100％利用された場合の計上可能使用料（最大使用料という。）

に対する実際の使用料の比率で把握した。計算に当たり、使用可能面積は県作成の港

湾台帳に記載されている野積場の面積に修正を加えて計算した。また、最大使用料は

簡便的に料金表に基づき 2 円 10 銭（大峰砂利バースについては防塵施設付野積場に分

類されるため 4 円 20 銭）×使用可能面積×365 日×1.05 で計算した。 

 

 

 

岸壁 実際使用料 

（Ａ） 

使用可能面積 

 

最大使用料 

（B） 

稼働率 

（A）÷（B） 

港町 10,762,760円 20,009 ㎡ 16,103,743 円 66.83％  

大峰砂利バース 473,630 円 4,080 ㎡ 6,567,372 円 7.21％  

高洲 1,263,575 円 1,570 ㎡ 1,263,575 円 100.00％ 

合計 12,499,965円 25,659 ㎡ 23,934,690 円 52.23％ 

須崎港における野積場の使用料のうち、港町地区及び大峰砂利バースは特別会計、

高洲地区は一般会計に計上されている。 

須崎港における野積場の稼働率は 52.23％である。 

 

（4）宿毛港における主な港湾施設の利用状況について 

宿毛湾港の主要港湾施設の利用状況を把握した。なお、宿毛湾港の埠頭及び係留施設

の状況は参考資料 10 宿毛湾港の埠頭及び係留施設として添付してある。 

① 荷さばき地の利用状況 

荷さばき地の利用状況を 100％利用された場合の計上可能使用料に対する実際の使

用料の比率で把握した。計算に当たり、使用可能面積は県作成の港湾台帳に記載さ

れている荷さばき地の総面積により計算した。また、最大使用料は簡便的に、料金

表に基づき 3 円 10 銭×使用可能面積×365 日×1.05 で計算した。また、池島上屋付

きの最大使用料は簡便的に、料金表に基づき 8,100 円×2 区間×365 日×1.05 で計

算した。 

なお、一般会計に小筑紫の荷さばき地収入（2,350 円）が計上されているが、小

筑紫地区には荷さばき地はなく、当該利用は一時的な岸壁利用によるものであるた

め、荷さばき地利用率の計算からは控除している。 

 

岸壁 実際使用料 

（Ａ） 

使用可能面積 最大使用料 

（B） 

稼働率 

（A）÷（B） 

池島 290,790 円 44,771 ㎡  53,191,306円 0.55％  

片島 125,430 円 2,411 ㎡  2,864,449 円 4.38％  

池島上屋付き以外計 416,220 円 47,182 ㎡  56,055,755円 0.74％  

池島上屋付き 6,208,640 円 2,417 ㎡  6,208,650 円 100.00％  

合計 6,624,860 円 49,599 ㎡  62,264,405円 10.64％  

 

宿毛港における荷さばき地の使用料のうち池島地区は特別会計、その他の地区は一

般会計に計上されている。 
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池島上屋付き荷さばき地の稼働率は 100％だが、それ以外の荷さばき地の稼働率は

0.74％にすぎない。特に池島地区においてはケーソン製作、小割の仮置き等として

0.55％の利用があるのみである。 

写真左は、荷さばき地を新港の北から撮影したもの。写真右奥にケーソンが仮置き

されている。写真右は池島上屋付き荷さばき地である。(2006.10.23) 

 

 
 

② 野積場の利用状況 

野積場の利用状況を 100％利用された場合の計上可能使用料（最大使用料という。）

に対する実際の使用料の比率で把握した。計算に当たり、使用可能面積は県作成の港

湾台帳に記載されている野積場の面積に修正を加えて計算した。また、最大使用料は

簡便的に料金表に基づき 2 円 10 銭×使用可能面積×365 日×1.05 で計算した。 

岸壁 実際使用料 

（Ａ） 

使用可能面積 

 

最大使用料 

（B） 

稼働率 

（A）÷（B） 

丸島・片島 4,814,340 円 11,651 ㎡  9,377,016 円 51.34％  

大島 2,093,400 円 7,190 ㎡  5,786,692 円 36.18％  

小筑紫 3,409,400 円 9,748 ㎡  7,845,434 円 43.46％  

池島以外計 10,317,140円 28,589 ㎡  23,009,142 円 44.84％  

池島（小型船だまり） 0 円 9,167 ㎡  7,377,831 円 0.00％  

合計 10,317,140円 37,756 ㎡  30,386,973 円 33.95％  

宿毛港における野積場の使用料は一般会計に計上されている。 

池島地区以外における野積場の稼働率は 44.84％である。池島地区における野積場

の稼働率は 0％である。 

 

（5）主な港湾施設の利用状況から見た問題点 

これら稼働率の数値は単なる数字の羅列に見えるかもしれないが、利用率の著しく低

い施設は、それぞれ何らかの問題を有しており、高知北タナスカ荷さばき場 0.47％、高

知横浜野積場 0.00％,高知新港諸施設、須崎大峰荷さばき場 0.00％、須崎大峰砂利バー

ス野積場 7.21％、宿毛池島荷さばき場 0.68％、宿毛池島野積場 0.00％等の場所につい

てはそれぞれ項を改めて問題点を指摘している。 

 

2．重要港湾の整備に関する事項 

（1）一期公募価格の決定方法について 

① 宿毛湾港臨海工業団地の現況について 

宿毛湾港臨海工業団地の造成前の地形図の上に工業団地の全体の状況を重ねて表示

してあるのが次の図である。この図でも明らかなように、主として南西部分が埋立部

分（以下海域部分という。）北東部分が土地自体を買収したことにより埋立の対象とは

なっていない部分（以下陸域部分という。）となっている。視察日現在（2005.10.23）

の現場の状況は、以下の写真のとおりである。写真においても明らかなように現況に

おいては陸域、海域を区分するものが存在しているとは一切認められない。 

 

 

 

左の航空写真

は 2002.3.19

撮影のもの 
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② 海域部分の埋立造成費用等 

海域部分の埋立造成費用等は、工事費 1，286 百万円、補償費 195 百万円（漁業補償

費 142 百万円を含む。）利子等 226 百万円、合計 1，707 百万円と算定される。 

 

③ 陸域部分の買収造成費用等 

陸域部分の造成費用等は、用地補償費等 5，400 百万円、工事費等 1，400 百万円、

合計 6，800 百万円程度と見られている。用地補償費等については、平成 18 年度の用

地取得をもって用地の買収は一応終了しており、現在のところ実額で 5，488 百万円と

なっている。造成工事については、一部を除いて今だ未完成の状態にある。従って工

事費等については、あくまで見積金額である。 

 

④ 第一期公募価額の決定 

県は、普通財産の売払いについては、一般に、財産規則及び契約規則により売払い

予定価額取引の事例、需給の状況、履行の難易、数量の多寡、履行期間の長短等によ

り適正価格を決定している。しかし、宿毛湾港臨海工業団地の第一期公募価額の決定

に際し、公募地（海域部）の売却価格については、一般的な普通財産の売払いにはな

じまないことから、第一期公募の対象となった埋立部分（以下海域部分という。）の造

成費用等を基礎として平米あたり 21，000 円／㎡として決定している。 

海域部分の埋立造成費用等    合計 1，707 百万円 

海域部分の面積             8．45ｈａ 

海域部分の平米当たり造成費用等     20，201 円 

なぜ、このような価額決定になったかということについては、当時の決議書によれ

ば明確な理由は記載されておらず、造成単価を分譲単価に設定し、陸域部分について

は別途考慮する旨の記載のある参考資料が添付されていた。 

第一期公募価額の決定に際しては、あくまで海域部分の事業費を基礎にした単価決

定であり、陸域部分の工事費を考慮した一体の物件としての評価はしているとは認め

られない。 

 

⑤ 陸域部分の分譲単価 

陸域部分の分譲単価については、港湾課に対する 

「本来埋立部分も陸地造成部分も一つの工業団地であり、別々に分譲単価を決定

することは、合理的とは認めにくいが、宿毛の場合埋立部分から公募したため、

埋立部分と陸上部分の分譲単価が異なる可能性がでている。今後どのように調整

するのか？」という質問に対し 

「公募（海域部分）を行っている売却価格は、造成等により価格決定を行ってい

るが、陸域部分の売却価格については、まだ決定までには至っていない。今後の

対応としては 

ⅰ） 評価額を分譲単価とする。この際造成原価割れの場合は一般会計からの

支援が必要 

ⅱ） 補助金後の単価を海域部分に合わせた高率補助金を新設 

海域部分の分譲状況を考慮し、上記①②案をもとに分譲可能な単価設定を財政

課と協議検討する。」 

という回答を得ている。このことは、今だ陸域部分の分譲単価は決まっていないと

ともに、陸域部分と海域部分を一体のものとして評価する発想が全くないということ

を示している。また、「①宿毛湾港臨海工業団地の現況について」で述べたとおり工業

団地の現況においては陸域、海域を区分するものが存在しているとは一切認められな

い。さらに県からは、陸域部分の分譲単価と海域部分の分譲単価が異なる可能性は説

明されたが、分譲単価が異なってしまった場合のその異なることの合理性に関する説

明は一切なされていない。このように一塊の団地をあたかも恣意的に区分して異なっ

た単価を設定する合理性はどこにも見いだせない。 

なお、この際宿毛湾港臨海工業団地全体の収支計画も立てているのであるが、残用

地である陸域の売却単価は、38，000 円／㎡として収支計画を作成している。 

 

⑥ 仮に異なる公募価格とした場合のもたらす問題点 

異なる公募価額がもたらす問題として、たとえば、陸域の公募価額を海域のものよ

り高く設定しその分多額の補助金を交付して実際の分譲価額の均衡をとった場合同一
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の団地内で、実際の状況に何ら差が認められないにもかかわらず異なる補助率の補助

金を交付する事態ともなりかねない。 

 

⑦ 仮に同一の公募価格とした場合のもたらす問題点 

また、陸域部分の分譲単価を海域部分と同一に設定することは、事業の当初から原

価割れの販売を前提とすることであり「特別会計は、普通地方公共団体が特定の事業

を行なう場合その他特定の歳入をもって特定の歳出に充て一般の歳入歳出と区分して

経理する必要がある場合において、条例でこれを設置することができる。」という、特

別会計の本来の姿とはかけ離れた実態の運用になってしまう。 

 

⑧ 回収可能金額の試算 

現在、県は宿毛湾港臨海工業団地の土地の分譲に際し、高知県宿毛湾港工業流通団

地企業立地促進事業補助金として最大分譲単価のうち 35％の補助をおこなっている。

このため、補助を満額実施した場合の、高知県の財政全体としての回収可能金額を試

算すると、以下のような金額になる。 

回収可能金額試算                  （単位：千円）     

 海域部分と同一 高率補助 35％補助 

海域単価 21 21 21 

海域補助金単価 7.35 7.35 7.35 

陸域単価 21 38 38 

陸域補助金単価 7.35 24.35 13.3 

海域分譲代金 1,774,500 1,774,500 1,774,500 

陸域分譲代金 3,305,400 5,981,200 5,981,200 

分譲代金合計 5,079,900 7,755,700 7,755,700 

海域補助金 621,075 621,075 621,075 

陸域補助金 1,156,890 3,832,690 2,093,420 

補助金合計 1,777,965 4,453,765 2,714,495 

海域純回収額 1,153,425 1,153,425 1,153,425 

陸域純回収額 2,148,510 2,148,510 3,887,780 

純回収額合計 3,301,935 3,301,935 5,041,205 

なお、条件として、陸域部分の単価についての条件として、 

ⅰ）海域部分と同一 

ⅱ）38，000 円／㎡で高率補助により実質単価海域部分と同一 

ⅲ）38，000 円／㎡で 35％補助 

の 3 種類の単価、補助金で、全てが分譲された場合の試算をおこなった。なお、総

事業費は県職員の人件費を含めずに約 8，107 百万円である。 

その結果が回収可能金額試算の表の通りであるが、この結果から 

・ どのケースにおいても、総分譲代金をもってしても総事業費約 8，107 百万円を

回収できない。 

・ 陸域部分の実収入を海域部分と同一とした場合（ケースⅰ及びケースⅱの場合）

譲渡代金から補助金を差し引いた純収入 3，301 百万円をもっては、宿毛市土地

開発公社に支払うべき用地の先行取得代金 4，878 百万円をまかなえない。 

従来の行政の考え方は、特別会計の歳入は特別会計のものであり、産業振興等を目

的とした補助金は、特別会計の歳入とは性格を異にする歳出であるから、これを一緒

に論ずることはできないとするものであるが、高知県全体を一つの財布で考えない限

り誤った結論に達する可能性があるということも指摘しておきたい。 

 

（2）宿毛湾港工業用地の買い増しについて 

宿毛湾港工業用地の年度別の宿毛市土地開発公社による用地の取得の状況は次の表に

記載のとおりである。 

（千円未満切り捨て） 

年度 面積（㎡） 用地費（千円） 補償費（千円） 合計（千円） 

63 46,084.08 714,910 0 714,910 

2 27,554.25 100,133 8,464 108,597 

3 62,420.11 682,541 236,084 918,626 

4 37,312.24 264,101 67,230 331,332 

5 69,996.03 755,191 332,357 1,087,549 

6 20,284.24 426,344 164,500 590,845 

7 3,694.10 144,699 144,699 

8 19,390.64 461,227 461,227 

9 6,527.87 103,416 103,416 

10 2,831.83 161,861 161,861 

11 11,633.41 184,795 9,778 194,574 

12 5,240.00 5,121 8,306 13,428 

13 151.00 23,359 1,479 24,838 

17 1,400.00 20,776 0 20,776 

18 172.00 3,749 0 3,749 

合計 314,691.80   4,880,628 
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平成 7 年から 10 年までは、予算繰越などの按分計算をおこなっているため、用地費、

補償費別の集計が困難なため合計表示した。 

 

この取得実績によれば、平成 13 年度用地を取得した後、平成 16 年までは用地が取得

されていない。高知県と宿毛市土地開発公社の平成 13 年度の「用地先行取得等に関する

覚書」の予定用地買収調書によればこの年の買収予定は 12 筆 6，534．0 ㎡であったが、

最終的には 8 筆 5，235．0 ㎡を取得している。残り 4 筆は、交渉が長期化していたが、

内 2 筆について平成 16 年度に代替地との交換により、1 筆については平成 18 年に買収

により取得したものである。 

また、平成 17 年度の買収分は、平成 13 年の買収予定分とは異なる用地である。 

一方、宿毛湾港工業団地の状況は、第 1 期の分譲開始（平成 13 年 11 月）以来 5 年以

上経過しているにもかかわらず、分譲実績は全くない状態にある。さらに、15．7ｈａに

のぼる陸域部分については未完成であり、今後の造成費用等に 1，400 百万円程度の追加

支出を要すると見込まれるのであるが、監査時現在着工の見込みすらたっていない。ま

た、埋立部分の公募価額の決定の問題点は、別の指摘事項で指摘したところであるが、

指摘したように連続した団地を一塊の団地としてではなく別々のものとして評価するこ

とはあまりにもずさんな価額の決定の仕方であり、この時点で、陸域部分の処分は事実

上放棄したと見なされてもいたしかたない状態にある。このような陸域部分の事業の継

続が困難とも思える状況のなかで上記のように高知県は、宿毛市土地開発公社を通じて、

陸部の買い増しを行っている。 

追加取得した用地の位置は、次の図のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 16 年度に地図左上の緑地内の代替地との交換により追加取得された 2 筆と平成

18 年に買収により追加取得された 1 筆の用地は工業用地②－1 の中央やや東寄りに位置

している。また平成 17 年度に追加取得された 2 筆の用地は主として工業用地③－3 の北

東部とその東の市道樺南線の一部をなすものである。 

この買い増しの理由について港湾課によれば、 

① 宿毛湾港の開発計画自体中断や延期といった決定がなされていない。 

② 長期間に渡る用地買収交渉の結果ようやく地権者の了解を得られたため。 

等の理由が説明された。 

これらの用地の追加取得は事業を完成させるためには、必要な用地であることは理解

できる。ただし、それは、完全な形で事業を完成することを前提とした場合である。し

かし、陸域部の造成は、中止や延期といった意志決定がされないままに、一方では具体

的な実施の見込みが全くない状態で放置されているといっても過言ではない。このよう

な状態の中で、ほとんど実用の見込みのない土地を平成 17 年から平成 18 年に渡り延べ

25，800 千円を支出して買い増していることは、県民の理解が簡単に得られる事業執行

とは言い難い。なお、平成 13 年度の「用地先行取得等に関する覚書」の予定用地買収調

書に記載された 12 筆の内未買収の残り 1 筆は、緑地内の用地でもあり、買収の困難性等

を考慮した結果、買収しない方針を出している。 

 

（3）高知新港の整備の状況について 

昭和 45 年の台風による高知市内の高潮災害を契機として、浦戸湾全体の高潮対策が検

討なされ、これを踏まえて浦戸湾内は 5,000D/W 級施設を限度とし、大型船は湾外（種崎

地区）で対応する方針で港湾計画（S49.6）が策定されている。その後、港湾計画の改訂

（S56.6）があり、新港の位置が三里地区に変更されることになって、これを基本にして

整備されてきた港が高知新港である。また、船舶の大型化等の視点から計画を見直し、

最大水深 14m の岸壁を持つ港湾計画（H2.8）が策定されている。昭和 63 年 1 月に南防波

堤整備着工以来 10 年間で、平成 10 年 3 月、高知新港の西側に岸壁（－12m、延長 240m）

及び岸壁（－8m、延長 240m）が完成し、同時に高知新港の最初の施設として一部供用開

始している。また、同港東側に位置する小型船だまりは、早期に事業効果を発現するた

めとして平成 16 年 4 月に供用開始している。 

ところで、高知新港予定地は、太平洋の荒波が直接打寄せる外洋に面していて、本来

であれば防波堤を先行して岸壁施設を整備するのが合理的、効率的であるが、南防波堤

（1,300m）及び東第 1 防波堤（1,100m）の整備だけで膨大な費用と長期の工程を必要と

する。この新港西側埠頭（－12m 岸壁、－8ｍ岸壁）を早期に供用するために、南防波堤

の整備とともにその埠頭先端部に係留施設等の静穏度を確保するための仮防波堤 300m

を整備している。 
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一方、新港南側の埠頭については、東第 1 防波堤が整備できないことから、平成 10

年 3 月に岸壁構造（－14m 岸壁等）を持っ

た防波護岸（総延長 735m）として完成して

いる。この岸壁等上部に嵩上げされた巨大

なケーソンは、それが背後施設を外洋の高

波浪から保護するとともに、将来、東第 1

防波堤に流用することとしている。この防

波護岸は、一見すると、巨大な壁が迫って

くる感じである。 

 

左の写真は、嵩上げされたケーソンの西

端であり、下左の写真は、その陸側（北側）

であり、下右の写真はその海側（南側）で

ある。(2006.10.16) 

 

 

 

しかしながら、新港南側の埠頭は、防波護岸として整備されているものの、その基礎

部分は、単に防舷材が付けられていないだけで、完全な岸壁として整備されていること

から、長期間、供用しないことは許されないものであり、長期間の内には岸壁の構造物

も当然に劣化もする。また、新港整備に着手以来、既に 19 年、さらに新港の一部供用開

始以来 8 年経過しているにもかかわらず、未だ、防波堤は完成していない。 

東第 1 防波堤に至っては 1,100m のうち 500m までしか予定されておらず、平成 19 年度

以降の見込総事業費は 29,647 百万円にのぼり、このうち県では 6,485 百万円の負担が見

込まれている。南防波堤も西側に一部未施工部分が残っている状況で、これら整備完成

には厳しい状況にある。 

さらに、これら防波堤整備完成を強力に押し進めるためには、相当の取扱貨物量が必

要であるが、目標貨物量 1,350 万ｔに対し H17 の実績貨物量 8,655,575ｔという取扱貨

物量等、港湾需要についても現状では期待薄である。 

現在、供用中の新港西側の岸壁（－12m）の施設能力オーバーと云われる面を補うため

には、内外の各方面へ向けてのポートセールスを行い、港湾需要のさらなる拡大に努め

ることによって東第 1 防波堤の整備完成を促進し、南側の岸壁（－14m）等の供用を図る

必要がある。 

また、このような新港建設という巨大プロジェクトについては、建設整備に長期間を

要することから、その期間中及び建設整備された後で、どの程度地域社会に効果をもた

らしたかを評価する仕組みが必要である。 

 

（4）宿毛湾港（池島地区）の整備の状況について 

宿毛湾港は、昭和 59 年に片島港と小筑紫港を統合してできた港で、四国西南地域の課

題であった工業等の導入及び交通体系の整備などに資する地域産業開発港として昭和

61 年 6 月に重要港湾に指定されている。これに伴い、内・外貿埠頭整備、新規産業立地

のための工業用地造成を基本とする新規の「宿毛湾港港湾計画」（S61.10）が策定されて

いる。その後、池島地区を中心に整備が進められ、平成 11 年に 1・2 号岸壁（水深 4.5m、

延長 140m）及び 3 号岸壁（水深 7.5m、延長 130m）が供用されている。また、平成 12 年

12 月には 4 号岸壁（水深 13m、延長 260m）を水深 10ｍで暫定供用するとともに平成 13

年度からは背後の宿毛湾港工業団地（総面積 23.8ha）の第 1 期分譲（8.3ha）を開始し

ている。 

ところで、池島地区の埠頭整備についてみると、3・4 号岸壁の総延長 390m のうち、

通り抜け部分を除き、岸壁エプロン幅の直背後に越流（波）防止用に数 100ｍにわたっ

てケーソンを嵩上げして、その背後の荷さばき地の保護及び土砂の流失を防止している。

このため、本来、一体であるべき岸壁と

その背後の荷さばき地との連続性に欠け、

荷役作業等効率性を減殺させ、埠頭施設

としては不完全な状態である。 

左の写真は、エプロン上から越波防止

用のケーソンである。（2006.10.23) 

これは、池島地区の埠頭前面の沖合に

第 1 防波堤（300m）及び第 2 防波堤（380m）

が計画されているが、未だ、第 1 防波堤

の 169.1ｍしか出来ておらず未完成であ

ることによるものである。第 1 防波堤は平成 20 年度の完成を目指すとしているものの、
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第 2 防波堤は、国の直轄事業であり、国は、当初予測どおりの貨物量が確実に期待され

るなどその整備の効果が見込まれる港湾需要が発生するまではその整備を休止すること

としている。 

しかしながら、宿毛湾港の取扱貨物量は、次の表のとおり、港湾計画（H14.11）にお

いて目標取扱貨物量 540 万ｔ（目標年次：平成 20 年代半ば）に対して比較して大幅に下

回っている。計画年次より貨物取扱量は減少傾向にある。従って、宿毛湾港（池島地区）

防波堤の完成への前途は厳しいものがある。 

 

（表）宿毛湾港における取扱貨物量年次表 

項目 平成 17 年度 平成 16 年度 平成 15 年度 平成 14 年度 平成 13 年度 

宿毛湾港 906,114ｔ 144,928ｔ 1,224,950ｔ 1,400,063ｔ 1,516,884ｔ 

 

また、産業振興それに伴う港湾需要を期待された宿毛湾港工業団地は、分譲を開始し

ているものの応募者がない状態で、企業誘致には至っておらず、さらに、その他宿毛湾

港の港湾整備と関連する西南中核工業団地整備事業及び国営農地開発事業などのプロジ

ェクトについても宿毛湾港における港湾需要を満たす程のものはない。宿毛湾港（池島

地区）については、必ずしも、楽観的な展望がある状況にはない。 

港湾は、陸上輸送と海上輸送との結節点として物流の拠点であり、物資の移入・移出

及び船客の乗降など港湾需要があって始めてその機能を発揮することから、その背後地

の社会経済活動等が非常に重要な意味を持つ。宿毛湾港（池島地区）については港湾計

画に沿って地域産業開発港として積極的に港湾整備が図られている。一方、地域産業開

発については、ほとんど実現しておらず、港湾工業団地の実現可能性も不確実であるこ

とから、今後、地域産業開発について再検討する必要がある。 

宿毛湾港（池島地区）の整備の現状をみると、早急に港湾工業団地への誘致活動の推

進、さらに観光開発等による観光客の誘致など港湾需要の確保に向けてポートセールス

を継続するという方向の検討だけでなく、逆に一切の事業を休止し事実上事業から撤退

する方向も考慮しながら今後の方向を選択しなくてはならない状況である。 

 

（5）須崎港における砂利バースについて 

土佐湾一帯では、戦前から砂浜から砂の採取が手作業で行われていたが、戦後復興期

から地域産業として発展してきた。その後、昭和 35 年頃から手作業から船（199ｔ型船

舶）による採取に変わったが、須崎港には、元々、砂利の荷揚げを目的とする物揚場あ

るいは岸壁は整備されておらず、砂利業者は約半世紀にわたり港町高洲護岸を利用して

荷揚げしてきた。 

高知県は、昭和 58 年 8 月の須崎港港湾計画書において新たに大峰地区に砂利バースを

計画している。当該大峰砂利バースは、平成 7 年度に事業着手し、平成 13 年 5 月に公共

及び起債事業が完了し、同時に告示されているが、その後、一部バース改良工事等を行

い、平成 16 年度末現在 1,048,663 千円の整備費を要している。 

この砂利バース計画以降、その供用開始までの間に、砂利野積場再編成（S60.8）の際

に A 社に、海砂利採取構造改善（H8.1）により船舶の大型化（499t）で B 社に、それぞ

れ港町岸壁（－7.5ｍ、5,000ｔバース）での荷揚げが認められている。そして、最終的

（H8.12）には、大峰砂利バースが完了するまでの間、C 社、D 社を含めて 4 社全てに港

町岸壁（－7.5ｍ、5,000ｔバース）が割振られ、荷揚げ及び野積みが認められ、現在に

至っている。須崎港の砂利バース関係について、次のとおり、改善検討すべき事項があ

る。 

 

① 護岸からの砂利荷揚げについて 

左の写真(2006.10.30)は、港町高洲護岸

の、砂利の野積場の付近のものである。元

来、港町高洲護岸は、砂利の野積場の前面

に位置することから、従来から砂利の荷揚

げのために、実際には物揚場のように利用

されてきたが、港湾管理者は黙認してきた

ものである。砂利の野積場については、高

知県港湾施設管理条例によって一定の使用

料を徴収しているものの、護岸の「係船」

使用料は認められていないため、当然徴収

はしていないのは言うまでもない。 

ところで、現在でも砂利採取船の大型化等の理由によって基本的には高洲護岸を利

用する船舶はいないはずであるが、高洲護岸から少し離れて船から錨をおろし、クレ

ーンで荷揚げしているケースが月当り数回見受けられる。 

しかしながら、高洲護岸は、海岸高潮工事（H2.4）が実施され、高潮から陸域を防

護するためのものであり、クレーン等が護岸に接触して破損する恐れがあり、高潮護

岸の安全上、この方法による荷揚げは認められず、適正でない。 

護岸からの砂利の荷揚げについて、適切な岸壁等がないことを理由に、この慣行が

黙認されてきたとしても、不適正なものは元々不適正であり、本来、使用禁止すべき

ものである。暫定的とは云え、現在、砂利業者には岸壁が提供されていることから改

めて護岸からの砂利荷揚げについて禁止すべきである。 
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② 適時適切な措置を講じるべきものについて 

砂利業者 4 社に対して港町岸壁（－7.5ｍ、5,000ｔバース）及び野積場について荷

揚げ及び野積みが認められた経緯は異なるが、最終的には平成 8 年 12 月に砂利採取業

者 4 社全てに割振られ、当該港町岸壁及び野積場の使用が認められている。 

ところで、この岸壁及び野積場における砂利業者 4 社の使用に関し、高知県監査委

員の平成 17 年度定期監査（H17.5.20 実施）で「係留施設及び野積場の使用許可がな

いまま、長年にわたり不法占用になっている。」として高知県港湾施設管理条例に従っ

た措置が求められている。その措置結果「平成 17 年 5 月以降は、砂利採取業者から使

用許可申請書を提出させ、係留施設及び野積場とも使用許可を行い、適正な管理を行

っています。」を公表（H17.11.11 監査公報）している。 

一方、企画建設委員会（H17.10.3）において、港湾空港局は砂利業者に徴収方針を

示した平成 16 年 2 月から同 17 年 4 月までの使用料として 4 業者に計 1,886 千円を遡

及請求する方針を説明し、それ以前の遡及請求は難しいと委員側に理解を求めている。 

これは、海砂利採取構造改善によって船舶の大型化（499t）で、平成 8 年 1 月に大

峰バース完了まで、B 社に港町岸壁（－7.5ｍ、5,000ｔバース）での荷揚げが認めら

れたことから、その他の業者が不公平な取扱いということで問題化した。これを収拾

するため、平成 8 年 12 月、大峰バースが完了するまでの間、港町岸壁及び野積場を 4

社に割振り、荷揚げと野積みを認めていながら、係留施設等の使用許可手続きをとる

までに至っていないことによるものである。 

しかしながら、当該岸壁（5,000ｔバース）を 4 社に割振り、岸壁での荷揚げ及び野

積みを認めるということは、取りも直さず、当該管理条例に従って行うということで

あって、係留施設使用料及び野積場使用料を徴収することを意味している。長期間放

置し、黙認してきたことは条例違反であり、適正でない。 

仮に、県の海砂利採取構造改善事業によって採取船の大型化が推進され、やむを得

ず緊急避難的、暫定的に当該岸壁等を使用させるのであれば、例えば政策的見地から

減免措置をとるなど、適時適切な措置を講じるべきである。条例に沿って放置黙認の

慣行を改善する必要がある。 

 

③ 大峰バースについて 

大峰岸壁（－5m、160m、2 バース）は、昭和 58 年 8 月の須崎港港湾計画書において

新たに大峰地区に砂、砂利等内貿貨物を扱う公共埠頭（－5.5ｍ、1 バース）として計

画され、その後、軽易な変更を経て、砂利専門埠頭（通称：大峰砂利バース）として

計画されたものである。 

そこで、地元砂利業者を当該専門バースに集め、同業者の協業化や大型採取船の導

入を図るため、平成 7 年、同バースの整備事業に着手し、平成 13 年 5 月に整備事業を

完了させているとともに同バースの供用開始の告示（H13.5）を行っている。その後、

バース水深等改良工事を行い、平成 16 年度末現在までの全体の整備事業費は

1,048,663 千円である。  

右の写真は視察日現在の大峰

砂利バースの一部である。 

(2006.10.30) 

ところが、大峰砂利バースの整

備に当り、港湾計画、埋立免許及

び施設設計の各段階において、こ

れを利用する砂利業者等にヒアリ

ングを行わないで、全て標準設計

（港湾法省令）で設計・施工した

ことにより、エプロン幅が狭い、岸壁延長が短い、事務所スペースがない、水深不足

等の問題が発生している。一方、地元住民からは砂利の野積高の制限、飛砂発生時の

対応窓口等について協議しているが、同バースの計画段階から十分な地元説明がなさ

れなかったことによる県への不信感、バース試験利用時（H15～16）に砂が飛散したこ

と等から、その調整に時間を要している。このような理由から、整備後 5 年間、未だ

大峰砂利バースは利用されていない。 

砂利業者の協業化や大型採取船の導入等を図るため、巨費を投じて建設整備された

砂利専門バースが長期間利用されていないことは、大きな経済的な損失であることか

ら、これら問題の早期解決に努め、大峰砂利バースの利用促進を図るべきである。 

 

（6）係船ドルフィンの追加整備について 

高知県は、宿毛湾港池島 4 号岸壁（暫定水深－10ｍ、延長 260ｍ）の延長線上に海面

を隔てて舫い止め用のみの係留施

設（係船ドルフィン 1 基）を県単

により設置（平成 13 年度、建設費

概算 1 億円）している。 

右の写真は視察日現在の係船ド  

ルフィンである。(2006.10.23) 

これは、幡多地域への観光客の

増大を図るため、平成 14 年度にス

タークルーズ社の大型クルーズ船

スーパースター・レオ号（76,000

ｔ、喫水 8.5ｍ、船長 264ｍ）の定期クルーズを誘致推進するに当り、既存施設の池島岸
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壁 260ｍでは対応できないことから係留ドルフィン 1 基（70ｍ）を追加、整備したもの

である。なお、必要バース長は、船長＋船長×20％（施設基準）であり、これを数値に

すると 264m＋264m×20％＝316m＞260m（現有能力）である。 

しかしながら、9.11 米国同時多発テロのクルーズ業界への波及により、テロリスト等

の紛れ込みの恐れがあることからスタークルーズ社の日韓定期航路等経営戦略の見直し

があって、2002 年（平成 14 年）ワールドカップに合わせた我が国への大型クルーズ船

の就航は実現していない。したがって、当該係船ドルフィンは、建設設置以降 5 年間使

用されないまま、現状、資本投下（税金）が無駄に終わっている。今後、郵船クルーズ

の飛鳥Ⅱ（50,142ｔ、喫水 7.5ｍ、2 船長 41m）の入港が予定されてはいるが、その回数

については多くは望めない。 

このように使用されなければ無駄となることから当該係留ドルフィンのような追加施

設についてはその需要を十分に把握のうえ、整備推進するよう留意すべきである。 

勿論、幡多地域における現在ある観光資源の PR と新たな資源の発掘、開発等魅力ある

観光資源によってより多くの観光客を誘致するよう観光需要を掘り起こし、港湾施設が

使用されることは重要である。 

なお、この係留ドルフィンについては、監査日（H18.12.13）現在告示されていないが、

池島 4 号岸壁が平成 15 年度において告示（平成 15.4.25 高知県公報第 8544 号）された

ときには既に完成していることから告示すべきである。 

 

（7）池島地区の臨港道路について 

宿毛湾港池島地区の臨港道路池島 1 号線(区間 A＝道路幅員 17ｍ、起点池島埠頭～終点

丸島地区)は、池島地区の段階的整備に対応して既存の市道や県道宿毛城辺線を利用しつ

つ、漁業関係者や港湾関係者のアクセス確保するものとして、全体計画に沿う範囲で部

分的に事業採択されている。 

 
 

上の写真は地図に記載の位置を東から西に向かって撮影したものである。

（2006.10.23） 

臨港道路池島 1 号線（区間 A）の区間のうち、小型船だまり（泊地）と港湾関連用地

（現状雑草地）との中間の一部、約 100m の区間が道路整備（H9.10.27 部分完成、建設

費 162,220 千円）されている。一部区間の建設であるため、現地で実際に見る限り、こ

の区間の通行車両はほとんど見受けられない。なお、未完成部分は、写真正面に位置す

るが、小さな山となっているため、トンネルとするのか北側を迂回するのかについて今

のところ決定はされていない。 

一方、第 24 回地方港湾審議会（H9.3）における臨港交通施設計画で池島地区の埠頭用

地と背後地との円滑な連絡を図るため、臨港道路池島 2 号線（道路幅員 17ｍ、起点池島

埠頭～終点県道宿毛城辺線）が新たに計画に追加されている。この道路は、整備（H12.11.2

完成、建設費 463,200 千円）されており、現状、池島埠頭と一般道路とのアクセスは十

分に確保されている。 

しかしながら、現在の背後地の工業団地への応募状況（応募者ゼロ）及び防波堤等池

島地区の港湾整備状況を勘案すると、当該 2 号線の道路整備で十分な状態にあり、当該

路線建設の時間的なずれは別にして、当該 1 号線の一部の区間を先取りしてまで先行投

資する緊急性、必要性に乏しく、妥当でない。 

港湾計画は、マスタープラン（基本計画）であって、短期的な投資を決めた整備計画

ではなく、適宜、見直しを必要とするとされている。宿毛湾港池島地区については、将

来、必ずしも希望的、楽観的な展望があるとは思われず、見直しの可能性も十分あり、

当該池島 1 号線が計画どおり実施されるか否か不確実である。当該計画臨港道路の全体

的な建設実施方針を明確にして建設に当るべきである。 

 

3．契約に関する事項 

（1）委託契約の契約締結遅延に対する措置について 

高知県は、高知ファズ（株）と特命随意契約で高知港第 7 埠頭三里地区港湾施設の管

理運営に係る委託業務契約（契約額 19,845,000 円、契約期間 H17.4.1～H18.3.31）を締

結している。その業務内容は、高知港第 7 埠頭三里地区管理運営施設に掲げる施設の日

常点検・清掃・ゲート管理及び施設の使用料等（係船料は除く。）収納事務並びにその他

港湾管理運営に係る業務である。これら管理運営業務は、年度当初（4/1）より発生し、

年間を通して、その都度港湾としての必要業務を着実に実施しなければならないもので

ある。 

ところで、当該管理運営に係る委託業務契約は、委託業務形態の変更等による他課室

への合議に時間を要したこと及び保安対策業務の見直し等による事務処理の遅延を理由

として契約締結日が平成 17 年 5 月 24 日と非常に遅れている。そのため、契約書の末尾

に「この契約の効力は、平成 17 年 4 月 1 日に遡及する。」旨を謳っている。 
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しかしながら、当該契約は、民法その他の私法規定が適用され、いわゆる契約自由の

原則が適用されるものの、地方自治法では「普通地方公共団体が契約につき契約書を作

成する場合においては、当該普通地方公共団体の長又はその委任を受けた者が契約の相

手方とともに契約書に記名捺印しなければ、当該契約は、確定しないものとする。」とし、

一定の要式行為を求め、これを規制している。 

したがって、契約書に双方が記名捺印した時点で契約が確定することとなるため、給

付の開始日が 4 月 1 日である契約について 4 月 2 日以後の契約書に記名捺印し、遡及さ

せることはできない。当該管理運営に係る委託業務契約のように平成 17 年 5 月 24 日の

記名捺印をもって同年 4 月 1 日に遡及させることは認められず、適正でない。 

契約事務の適正化、迅速化に務めることは勿論、重要なことである。これら継続的業

務は、契約締結が遅延したとしても当然必要な業務であることから、特命随意契約であ

っても安易に流れることなく、前年度の契約を暫定的に一定期間継続させる手続きをと

るなど、何らかの形で事前に適切な措置を講じておくべきである。 

 

（2）排水機場運転委託業務契約の契約方法について 

高知県は、高知港湾区域内における竹島川・十津・江の口・堀川・横浜各排水機場に

ついて排水機の試運転・点検整備、防塵機試運転、巡回点検等運転業務についてそれぞ

れ運転委託業務契約を行っている。なお、高潮警戒体制等緊急時には、所長の指示に従

い排水機場の設備の保守及び運転（待機も含む。）に従事するものであるが、この業務に

ついては別紙協定書の計算方法による実費支払いとなっている。 

これら契約の指名競争入札においては、同一の 8 業者が指名され、予定価格はそれぞ

れに事前公表されている。 

しかしながら、平成 17 年度の入札状況は、表「平成 17 年度各排水機場運転管理委託

業務契約入札状況調べ」のとおり、いずれも落札率 97％～98％と非常に高率で競争性に

乏しく、指名業者の中にはいずれの場合も予定価格と同じ価格を入札している業者もあ

り、競争性を阻害することから、適切でない。 

また、これらのうち、竹島排水機場の場合を例に過去 4 年間の入札状況をみると、表

「竹島川排水機場運転管理委託業務契約入札状況調べ」のとおり、平成 14 年度当時、当

該業務を随意契約で受託していた業者が継続して落札している状況を窺がうことができ

る。なお、この傾向は、その他の 4 排水機場においても同じである。 

これら指名競争入札は、従来の随意契約（平成 14 年度当時）から競争性を発揮するた

め指名競争入札に契約方法を変更したものとは思われるが、現状では、単に契約事務手

続きを煩瑣にしているだけで、競争性に乏しく、その効果は認められないことから、契

約の原則に立ち返り、一般競争入札とすべきである。 

 

平成 17 年度各排水機場運転管理委託業務契約入札状況調べ 

（単位：千円、％） 

項目 竹島川排水機 十津排水機 江の口排水機 堀川排水機 横浜排水機 

予定価格（税抜き） 4,220 4,220 4,200 3,990 3,990 

入札額・入札率 額 率 額 率 額 率 額 率 額 率 

大都（株） 4,150 98.3 4,180 99.1 4,150 98.8 3,925 98.4 3,950 99.0 

（株）四国ポンプ C 4,200 99.5 4,200 99.5 4,180 99.5 3,900 97.7 3,900 97.7 

（株）高知日立 4,180 99.1 4,140 98.1 4,180 99.5 3,940 98.7 3,940 98.7 

紀和工業（株） 4,170 98.8 4,160 98.6 4,170 99.3 3,920 98.2 3,920 98.2 

（株）寿工務店 4,120 97.6 4,200 99.5 4,190 99.8 3,980 99.7 3,970 99.5 

東洋電化工業（株） 4,220 100 4,220 100 4,200 100 3,990 100 3,990 100 

（株）中島工務店 4,200 99.5 4,200 99.5 4,180 99.5 3,960 99.2 3,950 99.0 

西日本工業（株） 4,180 99.1 4,180 99.1 4,180 99.5 3,950 99.0 3,950 99.0 

（注）網掛け部分が落札額・落札率である。 

 

竹島川排水機場運転管理委託業務契約入札状況調べ         （単位：千円、％）    

 

（注 1）網掛け部分が落札額・落札率である。なお、平成 14 年度は随意契約で、5 回（第 1 回 4,700 千円⇒第 5 回 4,500 千円）

の減価交渉によって契約金額が決定されている。 

（注 2）平成 15 年度においては 1 番札が契約辞退したので、2 番札が落札者となっている。 

平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 業者名 入札 

回数 見積額 見積率 入札額 入札率 入札額 入札率 入札額 入札率 

予定価格（税抜き） 4,530 4,770 4,710 4,220 

西日本工業 第 1 回目   4,500 94.3 4,710 100 4,180 99.1 

大都 第 1 回目 4,500 99.3 4,670 97.9 4,660 98.9 4,150 98.3 

紀和工業 第 1 回目   4,700 98.5 4,690 99.6 4,170 98.8 

高知日立 第 1 回目   4,750 99.6 4,690 99.6 4,180 99.1 

四国ポンプ C 第 1 回目   4,750 99.6 4,710 100 4,200 99.5 

寿工務店 第 1 回目   4,754 99.7 4,700 99.8 4,210 99.8 

第一商事 第 1 回目   4,760 99.8 4,700 99.8 ― ― 

東洋電化工業 第 1 回目   4,770 100 4,710 100 4,220 100 

中島工務店 第 1 回目       4,200 99.5 
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（3）海上パトロール等の管理業務及び高知港臨港道路維持業務委託契約の契約方法について 

高知県は、高知港における海上パトロール等の管理業務及び高知港臨港道路維持業務

について、次の表とおり、指名競争入札により委託業務契約を締結している。これらの

指名競争入札には 8 社が指名され、設計金額はそれぞれに事前公表されている。 

 

指名競争入札及び契約締結状況調べ（平成 17 年度） 

（単位：円、％） 

項目   高知港管理委託業

務契約 

高知港臨港道路維持

委託業務契約（Ⅰ） 

高知港臨港道路維持

委託業務契約（Ⅱ） 

予定価格（税抜） 9,530,000 4,940,000 3,250,000 

入札者数 8 社 8 社 8 社 

＊入札率の範囲 （98.64）-99.69 （98.18）-99.60 （96.92）-99.69 

契約者（落札者） 新洋海工（株） （株）大山建設 （株）清水新星 

契約金額 9,870,000 5,092,500 3,307,500 

契約期間 H17.4.1-H18.3.31 H17.4.1-H18.3.31 H17.4.1-H18.3.31 

（注）＊入札率の範囲の欄で（ ）内が落札率である。 

 

しかしながら、平成 17 年度の入札状況は、表のとおり、いずれも落札率 96.92％～

98.64％と高率の落札率に終わっており、入札率の範囲も僅かの差（1.05％～2.77％）で

しかない。また、設計金額が事前公表されているにもかかわらず、入札額もいずれの入

札者も下 4 桁の数字は 0 が並んでおり、入札率が僅差にしては指名競争入札における競

争性を発揮したとは思われない。 

現状では、指名競争入札による競争性はあまり認められないことから、契約の原則に

立ち返り、一般競争入札に改善すべきである。 

 

（4）特命随意契約の契約方法を改善すべきものについて 

① 高知港種崎海岸清掃・除草・剪定委託業務契約について 

高知県は、高知港種崎海岸の海岸清掃、植込みの除草等について、特命による随意

契約の方法によって、企業組合高知中高年事業団と高知港種崎海岸清掃・除草・剪定

委託業務契約（契約額 2,594,400 円、契約期間 H17.4.1～H18.3.31）を締結している。 

ところで、その随意契約理由として、「企業組合高知中高年事業団は、事故もなく、

誠実に契約を履行し、長年この事業に携わっているので業務内容を熟知している。ま

た、県の標準的な作業員設計単価（11,200 円）に比べて、この業者は、県臨時職員（6,900

円）並み低価格で作業員単価を見積りしており、他業者より時価に比して著しく有利

な価格で契約することができる。」ことを挙げている。仮に、指名競争入札を執行して

も、他業者では予定価格を大幅に上まわり、落札しないことは明白であると断言して

いる。 

しかしながら、長年この事業に携わっているので業務内容を熟知していることは、

単に他の業者に契約の機会を与えなかったことであるためその理由としては不十分で

ある。また、低価格で見積りをしているためとしているが、昨今の社会経済状況から

すると、この種清掃業務の入札においては落札率 50％～60％は珍しくもなく、仮に、

当該単価差（6,900 円/11,200 円）をもって見積もり比率（61.61％）とすると、必ず

しも落札しないものとも限らず、著しく有利とはならない。 

公平性及び透明性の観点から他の業者にも契約に参加する機会を与えられるように

競争入札に改善すべきである。 

 

② 高知港の港湾区域内における清掃業務委託契約について 

高知県は、特命による随意契約の方法によって、高知埠頭（株）と高知港の港湾区

域内における清掃業務委託契約（契約額 18,564,184 円、契約期間 H17.4.1～H18.3.31）

を締結している。その業務内容は、県から使用許可を受けた清掃船「さじま」を使用

し、高知港港湾区域内における清掃船の収集可能な浮遊塵埃類の収集を行い、高知市

仁井田新築埋立地の県の指定する埠頭用地で荷揚げ作業を行う。そして新築埋立地に

荷揚げした塵埃類は、分別・乾燥・切断・集積等の処理を行い、県が別途委託した塵

埃類処理業者に引渡しを行うとのことである。 

ところで、その随意契約理由として、高知埠頭（株）は、公共性に立脚して設立（資

本金 10,000 千円、うち県出資 4,630 千円）され、高知港の埠頭における港湾業務を主

たる業務としており、委託業務の性質が競争入札に適さないものである、ことを挙げ

ている。 

しかしながら、高知埠頭（株）が株式会社である以上、公共性より収益性であり、

港湾業務を主たる業務とするものは、この業者のみではないことから、随意契約理由

とするには合理性に乏しく、妥当でない。また、予定価格調書作成は、当該委託料と

高知埠頭（株）の持ち出し費用により賄われているため省略する（支出負担行為決議

書）とされているが、県は、当該業務委託契約について高知埠頭（株）に一部当該費

用を負担させるだけの特別の理由はなく、委託の趣旨に反し、適切を欠くもので適正

でない。 

契約に当っては、適切で適正価格による予定価格調書を作成するとともに公平性及

び透明性の観点から競争入札の方法に改善すべきである。 
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（5）小額の契約について 

① 公衆便所の清掃委託業務について 

高知県は、高知港港湾区域内の 3 箇所の公衆便所の清掃委託業務について、次の表

のとおり、それぞれ随意契約（地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 1 号該当）を

締結している。高知県契約規則（第 31 条）によると予定価格が 100 万円を超えないと

きは小額を理由に随意契約をすることができるとしている。 

公衆便所清掃委託業務契約状況 

契約名 契約の相手 契約額（変更額） 契約期間 

桟橋公衆便所清掃委託業

務契約 

太平 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ

（株） 

411,854 円 

（415,710 円） 

H17.4.1-H18.3.31 

 

桟橋高知埠頭（株）横公

衆便所清掃委託業務契約 

太平 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ

（株） 

700,184 円 

（584,859 円） 

H17.4.1-H18.3.31 

 

高知新港公衆便所清掃委

託業務契約 

太平 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ

（株） 

468,846 円 

（459,804 円） 

H17.4.1-H18.3.31 

 

 

しかしながら、それぞれ個々の契約をみれば 100 万円を超えていないのであるが、3

つの契約とも港湾区域内の同一内容の公衆便所清掃であり、これらを合計すると

1,580,884 円となる。県は場所が異なることを理由に随意契約を締結しているが、同

一の業務内容、同一業者及び同一期間でそれぞれ随意契約を締結している点をみると、

1 の契約に集約できる可能性も残されている。 

意図的に小額を理由に契約を分割して、随意契約を締結することは認められるもの

ではないが、集約可能な契約については、逆に積極的にこれらを合算して一括契約と

し、指名・一般競争入札を行い、競争性をもたせることも検討すべきである。 

 

② 臨港道路の除草委託業務について 

高知県は、高知港港湾区域内の緑地及び臨港道路の除草委託業務について、次の表

とおり、それぞれ随意契約（地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 1 号該当）を締

結している。 

緑地及び臨港道路除草委託業務契約状況 

契約名 契約の相手 契約額（変更額） 契約期間 

高知新港緑地除草委託

業務契約 

（株）双葉造園 892,500 円 H17.9.1-H17.9.22 

 

高知港臨港道路新港 1

号線除草委託業務契約 

（株）清水新星 630,000 円 H17.8.29-H17.9.15 

高知県契約規則（第 31 条）によると予定価格が 100 万円を超えないときは小額を理

由に随意契約をすることができるとされており、前者については 5 社の競争見積り、

後者については単独見積り（同規則第 32 条の 4）を行い、既契約済みの臨港道路維持

委託契約との一体の業務実施となり、経済的であるとしている。 

しかしながら、いずれも除草業務であるとともに高知新港及びそこを基点とする臨

港道路であり、かつ、契約期間も同時期である点からみると、小額を理由に契約を分

割しているものと指摘される可能性もあり、競争性を高めるためにも両随意契約を統

合して競争入札とすべきである。 

 

（6）請書作成の省略の徹底について 

高知県契約規則において契約書を省略できる場合として工事、製造等の請負 250 万円、

物品の製造等 160 万円、その他の契約 100 万円を超えないときとしている。（第 38 条第

1 項第 1 号）また、担当者は契約書を省略する場合においても適正な履行を確保させる

ため、請書その他これに準ずる書面を徴するものとしているが、特に軽微な契約等はこ

の限りでないとしている。（同条第 2 項）さらに依命通達によって請書作成の範囲につい

て 50 万円を超えるものとしている。 

ところで、高知港事務所においては東洋電化前除草作業委託契約（（株）大山建設、

266,316 円）及び桟橋 6 丁目ワシントンヤシ剪定委託契約（（株）岩村、132,300 円）な

どの 50 万円未満の小額な契約については、請書その他これに準ずる書面として見積書を

もって請書に代えている。一方、宿毛土木事務所ではオイルフェンス及び巻取機の管理

委託契約（個人、21,000 円）は、内容的には謝礼的なものであるが、これについて契約

書を作成し、200 円の印紙を貼付しており、事務処理がまちまちである。 

契約書（請書）は、当事者間の法律関係を明らかにしておいて後日の紛争を未然に防

止するためのもで、みだりにこれを省略することは許されないが、契約事務の簡素化の

ため規定の範囲で省略化すべきであることから統一的な事務について指導の徹底を期す

べきである。 

 

4．補助金に関する事項 

（1）補助金の補助効果について 

「高知県港湾振興協会補助金は、本県重要港湾（高知港、須崎港及び宿毛湾港）にお

いて高知港振興協会、須崎港振興協会及び宿毛湾港振興協会が行う企業誘致及び港湾施

設の利用促進に関する事業等の事業に対して、県がその経費の一部を助成することによ

り、港湾の振興を図るとともに、本県産業の発展に資することを目的としている。」（平

成 17 年度高知県港湾振興会補助金交付要綱第 2 条） 
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補助率は、補助対象事業に要する経費の 2 分 1 以内であり、平成 17 年度における高知

県港湾振興協会補助金は、高知港振興協会 600,000 円及び宿毛湾港振興協会 476,000 円

で、総額 1,076,000 円である。なお、須崎港振興協会は補助金の申請をしていない。 

ところで、高知港振興協会の平成 17 年度収支決算書によると前期繰越金 2,807,413

円及び次期繰越金3,161,103円と繰越金が多く、前期繰越金は当年度の収入額の35.32％、

次期繰越金は当該振興会の支出額の 66.03％である。次期繰越金は、補助金額の 5.27 倍

になる。また、宿毛湾港振興協会については、平成 17 年度収支決算書によると前期繰越

金 267,783 円で当年度の収入額の 14.46％、次期繰越金 612,290 円は支出額の 49.39％で

ある。次期繰越金は、補助金の 1.29 倍である。 

しかしながら、このように補助金を超える金額を次期に繰越し、しかも高知港･宿毛湾

港振興会の企業誘致等事業において自衛隊訪問（高知 4/8 回、宿毛 1/1 回）が目立つが、

このことが、直接、港湾の振興及び本県産業の振興に資するとは疑問であり、認め難い。 

繰越金の多寡を考慮のうえ補助の要否を判断する必要があるとともに誘致活動によっ

てどの程度の利用促進及び産業振興が図られたか（補助効果〔有効性〕）を検証する必要

がある。 

 

（2）補助金交付要綱の補助目的について 

「宿毛湾港利用促進事業費補助金は、宿毛湾港（池島地区）の利用促進による地域の

振興を図るため、市町村及び宿毛湾港振興協会が行う宿毛湾港又は宿毛湾港周辺の港湾

への曳船回航に対する助成に対して予算の範囲内で行う。」（平成 17 年度宿毛湾港利用

促進事業費補助金交付要綱第 2 条）とされている。平成 17 年度宿毛湾港利用促進事業

費補助金の交付総額は 6 件 999,900 円である。 

この内、次の 2 件（333,300 円）については客船の「あしずり港」入港に伴う曳船回

航に対する補助金である。 

入港出港日 船舶名 使用曳船 補助金申請者 最終補助事業者 

H17.9.26 客船「にっぽん丸」 金剛丸 土佐清水市 入交海運（株） 

H17.10.7 客船「飛鳥」 金剛丸 土佐清水市 入交海運（株） 

しかしながら、この補助金は、宿毛湾港（池島地区）の利用促進による地域の振興を

図るためとしており、直接的には「あしずり港」の利用促進を目的とするものではない。

したがって、土佐清水市からの補助金の申請理由を「あしずり港利用促進事業補助金の

ため」としているのは、この補助金交付要綱の目的と合致しない。 

宿毛湾港利用促進事業費補助金交付要綱には「宿毛湾港又は宿毛湾港周辺の港湾への

曳船回航…」とあり、対象港湾という点からみると「あしずり港」が必ずしも適切でな

いとはいえないが、その必要性があるならば、「あしずり港」の利用促進を含めるなど当

該補助金交付要綱を改定し、補助目的に合致させるべきである。 

なお、県は本指摘を受けて、補助要綱の変更を検討している。 

 

5．財産管理に関する事項 

（1）港湾台帳と現地及び告示等との面積、位置の照合について 

荷さばき地・野積場の面積について、監査人が現地調査及び告示を基に計算した数値

（以下算定数値という。）と県作成の港湾台帳上の記載数値とが異なっていた。 

これら港湾台帳及び各図面間に差異が発生していることについて、これらに差異が生

じた理由を担当者に確認したところ、港湾台帳及び港湾施設位置図を担当者作成図面と

照合したことはないとのことであり、システム的に整合性を保つ制度にはなっていない

ことが判明した。そのため、港湾台帳及び港湾施設位置図が正しく作成されているかど

うかについてのチェックは、担当者がたまたま誤りに気づけば修正する程度のものしか

できていない状態である。 

なお、港湾台帳は港湾法に基づき作成されるもので、平成 17 年度は 1,696,800 円の委

託費をかけて作成している。業務委託に際し納入される成果品については、いわゆる丸

投げとならないよう、その品質についても十分に配慮し、検証する必要がある。 

実際の相違点については以下の通りである。 

① 高知港 

ⅰ）荷さばき地 

照合の結果第 3 埠頭（弘化台）において、台帳上荷さばき地 F-4-11 として記載

された場所について施設番号の記載位置が誤っていた。 

上記相違点について県に対して確認。高知土木事務所は台帳を適宜修正する予

定である。 

ⅱ）野積場 

第 1 埠頭（港町・潮江・東潮江）は、台帳において野積場 H-2-01 として記載さ

れた場所の面積が異なっている。このため、稼働率の計算にあたっては、より実

際の利用状況に近い担当者図面上の面積（21,394 ㎡）を利用した。 

また、第 5 埠頭（朝日ヶ丘・新築）は、台帳上野積場としての記載が漏れてい

る。面積については未確認であるため担当者図面上の面積を利用した。 

上記相違点について県に対して確認。高知土木事務所は台帳を適宜修正する予

定である。 

なお、稼働率の計算にあたっては、第 3 埠頭（弘化台）は台帳上貯木場として

記載されているが、港湾施設上は野積場として料金徴収されているため、野積場

の面積に含めて計算した。 
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② 須崎港 

ⅰ）野積場 

港町は、使用料収入を計上しており担当者図面上も記載されている野積場の一

部について台帳上記載がない。このため稼働率の計算にあたっては担当者図面上

の面積を利用した。 

大峰砂利バースは、台帳上野積場 H-2-10 にあたる部分（3,000 ㎡）は大峰（-9.0

ｍ）岸壁であり、大峰砂利バースについては記載がない。このため稼働率の計算

にあたっては担当者資料による面積（4,080 ㎡）を利用した。 

高洲は、使用料収入を計上しており担当者図面上も記載されている野積場につ

いて位置図上記載がないが、H-2-01 の図面誤りの可能性があるとのことである。 

このため稼働率の計算にあたっては担当者図面上の面積を利用した。 

須崎港において台帳が実際の野積場の利用状況を反映していない点が多く、不

備であるといえる。上記相違点について県は修正の必要性を認識しているが実際

の作業は行われていない。 

 

③ 宿毛港 

ⅰ）荷さばき地 

片島地区における荷さばきについて台帳上記載がされていないため、稼働率の

計算にあたっては県による概算数値を利用した。 

宿毛港において港湾施設ごとの面積を把握しておらず、台帳が不備である。県

は修正の必要性を認識しているが実際の作業は行われていない。 

ⅱ）野積場 

丸島・片島は、告示（平成 17 年 12 月 26 日）において野積場として記載されて

いる部分について台帳上記載がされていない。このため稼働率の計算にあたって

は県による概算数値を利用した。 

大島は、告示（昭和 61 年 5 月 13 日）において野積場として記載されている部

分について台帳上記載がされていない。このため稼働率の計算にあたっては県に

よる概算数値を利用した。 

池島は、高知県公報（平成 6 年 3 月 31 日）において野積場として記載されてい

る部分について台帳上記載がされていない。このため稼働率の計算にあたっては

県による概算数値を利用した。 

宿毛港において港湾施設ごとの面積を把握しておらず、台帳が不備である。県

は修正の必要性を認識しているが実際の作業は行われていない。 

なお、監査の過程において 

「港湾台帳と担当者作成図面、告示について差異があった件について、港湾台帳に

不備が生じていたことは監査の指摘以前に認識していたのか（現場のみ認識してい

たか、本庁も認識していたか）、台帳の整理についてこれまで何らかの対応をとった

のか、とっていれば、何故ここまで差異が生じているのか、とらなかったとすれば

その理由を教えてください。」 

という質問に対し、 

「●港湾施設台帳に全ての港湾施設が登載されていないことは認識していましたが、

どの施設が登載されていないかは把握できていませんでした。 

●港湾課は、毎年の台帳更新作業の際に各土木事務所に対して台帳の記載誤りや

登載漏れの修正を随時求めています。 

●土木事務所としても、管理担当職員としては各施設の状況把握及び台帳登載の

必要性は認識しつつも、改めて現地測量を要することなどその作業に要する業

務量や費用が多大に上ることから対応が先延ばしされ、現在に至っている。 

●問題意識は持ちつつも、具体的な対応は取れていなかったため、今後、台帳の

登載漏れなどについて再調査をするとともに、指摘のあった箇所を含めて来年

度の台帳更新作業の際に修正を図っていく予定である。」 

     という回答を得ている。 

 

（2）野積場、荷さばき地の利用状況について 

野積場、荷さばき地の港湾台帳、港湾施設位置図、担当者作成図面及び告示の差異に

ついて高知、須崎、宿毛港湾の港湾台帳、港湾施設位置図、担当者作成図面及び告示を

突合し、高知港湾については差異がある場所の現地視察を行った。 

① 第 6 埠頭（横浜地区）の物揚場の野積場について 

高知港湾の第 6 埠頭（横浜地区）の物揚場にある野積場（3,500 ㎡）について、漁

協が野積場に倉庫や荷さばき施設等として建物を建てている場所は占用許可（1,248

㎡）をしていたが、それ以外の部分（2,252 ㎡）は漁業関係者が使用するためのフリ

ースペースという位置づけで、漁業関係者に使用させているが使用許可をしていなか

った。本来であれば野積場を使用

させるには使用許可を行い使用料

を徴収しなければならないが、第

6 埠頭（横浜地区）の物揚場は漁

業関係者が利用するために建設さ

れたものであるから野積場を漁業

関係者の利用に供することは本来

の目的に沿っていること等の理由

から、使用許可をせずに野積場を
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使用させている状態が現在まで続けられてきている。 

前ページの写真(2006.11.10)は、使用許可をしていない野積場内の建造物（プレハ

ブ小屋及びコンテナ）である。建造物を含めた専有面積は約 80 ㎡であり、野積場の工

作物の設置に係る占用料月額 157 円／㎡によれば月額約 13,188 円、年額約 158,256

円の占用料になる。この建造物は確認できる範囲では平成 15 年度より存在しており、

4 年間分の占用料は 633,024 円となっている。なお、この他の部分についても使用許

可を得ずに貨物置き場や駐車場等として使用されており、現状では使用許可をしてい

ない関係上使用面積等が正確に把握されていないため、この建造物を除いた野積場

2,172 ㎡がすべて使用されていると仮定したうえで野積場の使用料日額 2.1 円／㎡を

適用し試算したところ、これらの部分に係る使用料は、日額は最大で約 4,789 円、年

額は最大で約 1,747,985 円の使用料となっている。これらを合わせた金額は約

1,906,241 円となる。高知県では第 6 埠頭（横浜地区）の物揚場の野積場の利用状況

を把握していながら、港湾施設管理条例に従った処理をしておらず、年間最大で約 190

万円になる金額の徴収、減免について責任の所在をあいまいにしたままにしており、

極めて不適切な事務処理である。使用料の徴収、減免について港湾施設管理条例に従

った適切な処理を行うべきである。 

また、右の写真(2006.11.10)は、

現地視察日現在（平成 18 年 11 月

10 日）野積場の一部にゴミが不法

投棄（約 350 ㎡）されていた状況

である。このゴミについて、県は

平成 18 年 11 月 13 日、14 日に不

燃ゴミ（2ｔ車 2 台）、可燃ゴミ（軽

トラ 2 台）の搬出を実施した。ゴ

ミの運搬と可燃ゴミの処理費用は

原因者が支払ったが、不燃ゴミに

ついては原因者不明のものもあり、処理費用 56,700 円を県が支出している。なお、口

頭指導による 11 月 14 日の期限までに、依然 2ｔ車 4～5 台分のゴミが残っており、全

撤去が終了しなかったため、文書による撤去命令をおこなっており、平成 19 年 3 月 9

日、原因者が持ち込んだゴミは、原因者により撤去されている。 

また、この野積場では、今回のゴミの撤去がはじめてのことではなく過去において

ゴミを 2 度全量撤去させている。 

このゴミに対する県の見解は、不法占用であり、野積場をゴミ置き場として利用さ

せている訳ではないとのことであったが、過去において 2 度撤去させていながら、今

回もまたゴミが発生したのは、野積場の使用料を徴収せずに利用させていながら、適

切な管理業務を行っていなかったことにより、野積場の管理責任があいまいとなって

いたこととも無関係ではなく、使用許可を行い使用者の責任を明確にすべきであった

と思われる。 

なお、県は第 6 埠頭（横浜地区）の物揚場の野積場の不法占用やゴミの不法投棄と

いった現状について今後このような利用は認めず、地元の漁協等と野積場の利活用方

法を協議し、使用許可を行い使用料を徴収すべきものは使用料を徴収し、撤去すべき

物は撤去するとしている。 

 

② 桟橋の野積場のイベントホールについて 

第 1 埠頭（港町）において野積場の占用許可を与えている倉庫は、コンサート会場

等のイベントホールとして使用されていた。（写真 2006.10.10） 

このほか、平成 17 年度における野

積場の占用料についてその内容を確認

したところ野積場に事務所などの建物

を建設しているものがあり、それらの

使用料の徴収について、野積場の占有

の目的「工作物の設置」を適用し野積

場の占用料として徴収していた。 

高知県港湾施設管理条例第 2 条に規

定する「占用」の意義とは、工作物を

設置して、港湾施設の一部を利用することであり、建物の設置は規定していないため、

野積場占用料としてその料金を徴収することは適当でないと思われる。 

また、野積場に建設した倉庫をコンサート会場等のイベントホールとして使用する

ことは野積場の本来用途（貨物その他の物品の一時保管）とはかけ離れた用途に使用

されているため、施設区分を変更する等してより実態に即した管理を行うべきである

と思われる。 

 

③ 第 4 埠頭（北タナスカ地区）の荷さばき場について 

北タナスカ地区の第 4 埠頭荷さばき場は、使用料の面からの分析では稼働率が非常

に低く、ほぼ遊休の状態であることは港湾施設の稼働状況の項で触れたのであるが、

北タナスカ地区の北側公共埠頭（第 4 埠頭一第 1 号岸壁）自体は、元々大型漁船に対

応して整備された埠頭である。この埠頭の利用形態として、対象漁船が国内主要港な

どで水揚げを行ったのち、次期の就航準備や乗組員の休憩のために利用されることか

ら、一般の貨物船が利用する埠頭とは性格付けが違い、大きく荷揚げ・積み出しに結

びつくものでないため、結果的に荷さばき利用が低くなる傾向がある。 
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現在、漁船の減船などの状況の変化により、漁船の利用は減ってきているが、県の

海洋実習船「土佐海援丸」の基地として利用されており、漁船等の利用と合わせて、

年間約 200 日以上この埠頭は利用され、埠頭自体の利用率は高いものとなっている。 

ところで、港湾施設の現場視察の

結果、ほぼ遊休状態の北タナスカの

荷さばき地には相当数の車両が不法

に放置されていた。 

 

上及び右の写真は放置されたと思

われる車両である。（2005.11.10） 

 

県は平成 18 年度に入って既に 7

台の車両を撤去しているが、監査視

察時においてなお 5 台の放置車両があった。これらの車両については、車両の所有者

等が分かったものは撤去指導をするとともに、所有者が不明のものは車両にその撤去

と処分の方針を示す文書を貼付し、併せて高知県公報にこの内容を公告している。な

お、公告で示した期間（14 日）を満了した車両は県が処分する。 

県は、放置させない対策として、既に看板を設置している。しかし、立入禁止にす

ることは公共の港湾施設の性格上できないため、マナーの向上に頼らざるを得ない面

もあるが、不適切な状況の放置がモラルの敷居値を低下させるということもあり、県

有の財産内に対する車両の放置あるいは投棄という明らかに不適切な状態に対し迅速

な対応をとるようにする必要がある。 

     なお、この放置車両の処置について県から以下のような回答を得ている。 

 

「外部監査の際には北タナスカに 5 台の放置車両を確認しましたが、その後の処

理状況は次のとおりです。 

〇所有者が分かった 1 台は既に本人が撤去しました。 

〇所有者が分かった 1 台は文書により 3 月を目処に処分するよう指導中です。 

〇所有者が分かった 1 台は文書で通知はしているが所有者からの反応がなく、

今後は直接訪問、内容証明書の送付等により対応する予定です。 

〇所有者が不明の 2 台は県が告示を行い 3 月 16 日に処分する予定です。 

(外部監査人注 3月 16日に処分する予定の車両は 2007.3.2 に公告をおこな

っている。) 

 

（3）物品の受入（取得）手続きについて明確にすべきものについて 

幡多土木事務所において宿毛湾港の池島地区及び片島地区における流出油対策の一つ

としてオイルフェンス巻取機がそれぞれ 1 機（付属品：オイルフェンス）ずつ設置され

ている。 

ところで、財産管理の区分についてみると、池島地区のものについては備品（取得価

格 1,520,000 円）として機械器具台帳に登載され、一方、片島地区のものについては物

品台帳には登載されず、土地（公有財産）の一部（工事請負額：9,660,000 円）とされ、

事務処理の取扱いを異にしている。これは、物品受入（取得）の基準を予算科目による

として、池島地区のものは「物品購入費」で取得したため物品とし、片島地区のものは

「工事請負費」で取得したため物品には区分しない、としていることによるものである。 

しかしながら、このように同じ内容の財産（オイルフェンス巻取機）の一方を物品（重

要備品）とし、他方を不動産の定着物として一体に取扱うことは、財産の記録管理に統

一性を欠くものであるとともに財産に関する調書（決算附属書類）の記録に影響を及ぼ

すことから適正でない。 

オイルフェンス巻取機のように土地に設置され、不動産に定着した施設の類は、単に

予算科目の違いによる物品受入（取得）基準ではなく、不動産の従物（公有財産－工作

物）であるか否か（物品）を基準とするなど、物品の統括管理を行う出納局において物

品の受入（取得）手続きを明確にし、全庁的、統一的に指導すべきである。 

 

（4）浮き桟橋に係る事務処理について 

財産に関する調書（地方自治法施行令第 166 条第 2 項）は、地方公共団体が事業を進

める過程において種々の財産の変動を生じるが、決算書では年度末における金銭の収支

状況が主たる内容であり、財産の変動については不明であることから、この欠点を補う

ために作成される当年度末における地方公共団体の財産の状態を示す決算の附属書類で

ある。作成様式については同法施行規則（第 16 条）で定められている。 

ところで、平成 17 年度の財産に関する調書をみると、動産の区分で船舶、航空機しか

表示されておらず、浮標、浮き桟橋及び浮きドックの表示がない。 
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しかしながら、高知港において堀川浮き桟橋（事業費不明）、長浜川浮き桟橋（事業費

57,010 千円）及び二井田地区の浮き桟橋（事業費 220,700 千円）の浮き桟橋という名称

の公有財産が港湾施設情報（港湾施設台帳）に表示されているにもかかわらず、財産に

関する調書には登載されていない。 

このことについて、当該担当課（港湾課）にどのような根拠あるいは理由でこれらを

登載しないのか質問したところ、適切な回答は得られなかったが、特別な根拠及び理由

のないまま、あるいはその根拠、理由等を認識しないまま記載しないのは適正でない。 

金銭の収支状況が中心の決算書の欠点を補い、年度末の財産の変動について明確に表

示する決算附属書類であるので、当該調書に登載、未登載を問わずその根拠、理由を正

確に把握、認識して事務処理に当る必要がある。 

 

6．収入に関する事項 

（1）船舶給水に係る給水使用料の根拠を明確にすべきものについて 

高知県は、高知新港における船舶給水施設について高知港第 7 埠頭三里地区内港湾施

設の管理運営に係る委託業務契約（受託者高知ファズ（株）、契約額 19,845,000 円、契

約期間 H17.4.1～H18.3.31）の中に含めて契約している。この中で、委託施設の水道料

金については乙（受託者）の負担とするとし、費用等の負担区分（第 12 条）の項で規定

している。そして、その業務仕様書で給水施設については、①利用者の要求に応じ原則

接岸順に給水作業を行い、「給水作業報告書」を作成し、四半期ごとに所長に報告するこ

と、②月 1 回の点検を行い、点検記録簿を作成し、特記事項がなければ四半期ごとに取

りまとめ所長に提出することとしている。 

なお、この給水業務については、高知マリンサービス（株）に外航船舶＠10,000 円、

内航船舶＠7,500 円で再委託（承認済み）されている。 

ところで、委託施設の水道料金の水道局請求額及び徴収済給水料金の状況をみると、

次のとおり、徴収済給水料金が受託業者負担となり、精算額が県負担額となる。 

 

高知市水道局請求額合計A 徴収済給水料金合計額 B 精算額〔県負担額〕A－B 

1,603,283 円 1,563,527 円 39,756 円 

 

このことについて、県港湾課は、現時点では船舶給水料金は徴収しないという判断で、

ユーザー（船舶）からの預り金として徴収しているとの説明である。即ち、高知ファズ

（株）が水道使用者として一括して水道料金を支払い、その立替分用として各船舶から

実費を負担してもらう形式をとっているが、実質的には船舶への給水料金である。 

船舶給水施設は、公共用財産である港湾施設（港湾法第 2 条第 5 項第 8 号の 2）とし

て位置づけられており、その使用料は公的性質の負担であって必ず条例の定めるところ

により徴収するものとされている（地方自治法第 228 条第 1 項）。 

しかしながら、当該船舶給水については高知県港湾施設管理条例（昭和 29.10.1 条例

第 53 号）の使用料の対象としては定められていないため、したがって条例の根拠もない

ことから、形式の如何を問わず、不特定多数の船舶から使用料を徴収することは適正で

ない。 

船舶給水施設は、船舶に給水し易いように特別に岸壁・桟橋に船舶用の給水栓を設備

したもので、本来、船舶に給水することを目的とするものであって、合規性及び透明性

の観点、さらに受益者負担の観点からも当該港湾施設管理条例に船舶給水使用料の根拠

を明確にし、徴収すべきである。 

 

（2）県営上屋等の使用料について 

高知県は、県営上屋等について高知埠頭（株）と、次の表のとおり、県有財産有償貸

付契約という、1 年間ごとに更新する不動産賃貸借契約を締結している。これら県有財

産有償契約における貸付額（年額）は 42,757,656 円で、港湾整備特別事業会計の財産貸

付収入として歳入されている。 

 

（表）平成 17 年度県有財産有償貸付契約状況 

（単位：㎡、円） 

貸付面積等 
件名 

土地 建物等 
貸付金額 使用目的 

県営上屋 5 棟 9,705.48 9,601.46 28,761,799 公共性を考慮した荷物の一時保

管業務（転貸し承認） 

待合室等フェリ

ー埠頭施設 

2,354.74 190.38、照明

設備 8 基 

5,591,328 公共性を考慮したフェリー埠頭

業務（転貸し承認） 

駐車場（東、西） 2,490.76 ― 8,404,529 公共性を考慮した港湾地区周辺

自動車利用者の便宜 

計 14,550.98 9,791.84、照

明設備 8 基 

42,757,656 
― 

 

上屋は、海上運送と陸上運送の中継点にあって貨物の荷さばき、一時保管のための施

設として、また、岸壁、桟橋の背後に位置しており両者一体となって効率的、合理的に

管理運営されるもので埠頭運営上極めて重要な港湾施設である。 

ところで、港湾管理者が管理する港湾施設は、公共用、公用財産であって防波堤等の

公用財産を除き地方自治法（第 244 条の 2）に定める公の施設であり、施設の設置及び
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管理については条例で定めることとしている。これに基づき高知県港湾施設管理条例（昭

和 29.10.1 条例第 53 号）が定められている。 

しかしながら、このように港湾管理運営上極めて重要な港湾施設であるにもかかわら

ず、同港湾施設管理条例には上記の表に示す県営上屋等は、港湾施設の一つとして使用

料の対象とされず、特定の業者に貸付けているが、公共性及び公平性の確保の観点から

適正でない。 

また、県営上屋等の有償貸付契約についてみると、駐車場に係る契約を除き、そのほ

とんどは運送業者、港運業者及び倉庫業者等に転貸し（承認済み）している。借受者の

高知埠頭（株）は、単に、取次業者であって、これら県営上屋等の最終の利用者ではな

く、最終の利用料金の決定業者であるが、その決定内容等が明確でなく、透明性に欠け、

適切でない。 

港湾管理者は、一般公衆の利用に供することを要せず、又は自ら運営することを適当

としない港湾施設の貸付を行うことになっており（港湾法第 12 条）、港湾施設の貸付を

否定はしていないが、一方、港運業、倉庫業、その他輸送及び保管に関連する私企業の

公正な活動を妨げ、その活動に干渉し、又はこれらの者と競争して事業を営んではなら

ないものとされている（港湾法第 13 条）。 

現状のままでは、これらの者と競争して事業

を営んでいるものと見られないこともないが、

県営上屋及び待合室等フェリー埠頭施設は、港

湾法上の港湾施設の一つであり、公共性、公平

性及び透明性の観点から、港湾施設管理条例に

おいて使用料の対象とするよう、改善検討する

必要がある。 

 

 

写真左上は駐車場、写真左下は待合室等の跡であるが、工作物はすでに撤去されてい

る。また写真右は県営上屋である。(2006.11.10) 

 

（3）上屋付き荷さばき地について 

宿毛湾港池島地区の 1 号岸壁（－4.5ｍ）及び 2 号岸壁（－4.5ｍ）直背後の上屋付き

荷さばき地については、1 区画 8,100 円/日とそれ以外の荷さばき地と異なる港湾施設の

使用料が設定されている（高知県港湾施設管理条例第 6 条－別表第 1）。 

現在使用許可されているのは上屋床面積 504 ㎡（28m×18m）とその前面の荷下ろし地

面積 420 ㎡（28m×15m）の合計 924 ㎡を 1 区画とした南北 2 区画である。 

視察時(2006.10.23)において写真左のように、使用許可されていない上屋右外側に、

利用者の梱包材とおぼしき資材が置かれていた。 

上屋の建設自体、背後の工業流通団地への進出誘致対象業者からの要望に対する対応

という側面があり、現在の上屋付き荷さばき地の使用者の実態は、海上運送と陸上運送

の中継点にあって貨物の荷さばき、一時保管のための施設というより、運搬用車両を上

屋に格納しているなど特定の業者に対する専用倉庫といえなくもない。 

上屋周辺で、他の者が利用している部分はほとんど無く、許可範囲外の使用が直接障

害になっているとは言えない実態ではあるが、黙認している状況が継続すると将来対応

が困難になる可能性もあり、この際、使用許可範囲を厳密に取扱い不適切な使用状況を

解消すべきである。 

 

7．その他の事項 

（1）港湾特会への貸付金について 

平成 17 年度末における港湾特会の一般会計からの借入金は、3，184 百万円となって

おり、今後平成 30 年までにさらに 11，131，725 千円の貸付を要する見込になっている。

これらの一般会計借入金は、ピークの平成 30 年には累積で 14，315，919 千円になると

見込まれている。この、一般会計からの借入金は、先に触れた収支予測によれば平成 31

年から約 90 年で完済できることになっている。これに、さらに宿毛市土地開発公社に先

行取得させた用地取得費約 48 億 78 百万円を加えた港湾特会の現在の債務は、今後新た
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な投資を一切おこなわない場合においても完済までには今後約 140 年以上かかる見込み

である。 

港湾空港局が試算した港湾特会収支シミュレーションは、予算をベースにした比較的

単純な予測計算ではあるが、宿毛市土地開発公社に先行取得させた用地取得費を除外し

ても債務の完済に非常に長期間必要であるという点においては概ね妥当な結論を導き出

していると認められる。 

特別会計は、原則は特別会計の収入をもってその経費を賄わなければならないことと

されている。本来独立採算を原則とする特別会計は、単なる財源不足を一般会計に依存

することなく、業務運営の効率化、合理化につとめその健全な運営に努力しなければな

らない。事業の性格上県民に一定の負担を求める場合には、一般会計からの繰出金は、

公共性等の観点からの一定の繰出基準が必要である。 

ところで、現在の港湾特会の財源不足に対しての一般会計からの補填は、形式上は貸

付金ということでおこなっているが、その償還計画は具体的なものはなく、港湾特会に

資金余剰が発生した場合に一般会計に返済するというものであり、予測によれば完済に

は現有施設の耐用年数の倍以上の超長期間を要する非常に不健全な状態になっている。 

このことは、形式上は返済予定のある貸付金であるが、実態は、港湾特会の経営効率

等を一切考慮しない、基準のない財源不足の単なる補填といわれても仕方が無い状態に

ある。公共性等の観点から一般会計が負担する必要のある部分があれば一般会計が負担

するとともに、港湾特会が本来負担すべき部分を明確にし、持って特別会計本来の機能

の発揮につとめる必要がある。 

なお、今回の監査の過程におけるヒアリングや、提示された資料において、港別の収

支予測がなされていないなど港湾特会における採算性に関する検証が高知県においては

ほとんどなされていないという実態が明らかになった。今後、業務運営の効率化、合理

化につとめ、港湾特会事業の健全な運営にも留意する必要がある。 

 

（2）宿毛市土地開発公社への港湾工業団地の先行取得費のための貸付金について 

平成 17 年度の高知県から宿毛市土地開発公社への港湾工業団地の先行取得費のため

の貸付金は、平成 17 年度主要な施策の成果の概要によれば 4,895,529,374 円にのぼって

いる。県から同公社への貸付金といえば、一見、県に債権があるように考えがちである

が、これは、単に県が当該用地を再取得（同公社からの買取り）することが困難なため、

1 年単位に毎年度繰り返し貸付けて（いわゆる「ころがし」貸付）いるものである。従

って、毎年度、同公社から返還される同額が歳入に計上されることなる。 

これらの取引は、形式は貸付金であるが、実態は土地買収代金であると言わざるを得

ない。さらに、公社が期末日前後数日間、県への返済資金として金融機関から有利子で

借入をおこなっているのであるがこの金利は平成元年度分から平成 18 年度分まで累計

で10,640千円にのぼっており、さらに平成19年度分として2,672千円を見込んでいる。 

従来から包括外部監査において指摘を受けているところではあるが、このような不自

然で不経済な、不適切な状況は早急に解消する必要がある。 

なお、同様のころがし貸付は、宿毛市土地開発公社以外にも高知県土地開発公社に対

し実施しており平成 17 年度末から平成 18 年度当初の状況は以下のとおりである。 

 

貸付先 高知県土地開発公社 宿毛市土地開発公社 

借入期間 H18.3.31～H18.4.3 H18.3.31～H18.4.3 

借入金額 6,948,847 千円 4,878,123 千円 

利率 みずほ 1.07％四国 1.875％ 3.60％ 

金利負担 1,925 千円 977 千円 

 

高知県土地開発公社については、みずほ銀行から5,000,000千円四国銀行から1,900,000

千円をまとめて借り入れしている。 

 

（3）入港船舶集計表等の集計表の作成について 

統計法（昭和 22 年法律第 18 号）及び港湾調査規則（昭和 26 年運輸省令第 13 号）に

基づき港湾の利用実績を把握するために、港湾利用者等から港湾調査（甲種港湾 船舶・

旅客・貨物調査票）を提出させ入港船舶集計表等の集計を作成しているが、高知港事務

所に置いてある入港船舶集計表等の集計表は手書きで作成したものだった。 

このことについて、高知港事務所における集計表の作成方法、作成に要する時間及び

須崎港、宿毛湾港における入港船舶集計表等の集計表の作成状況について確認したとこ

ろ、「高知港事務所においては、港湾調査の集計は表計算ソフトに数値等を入力して行い、

集計結果を 25 枚程度の集計表に手作業で転記している。この手作業による転記にかかる

時間は一月につき約 3 時間から 4 時間である。須崎港、宿毛湾港においても同様に転記

を手作業で行っている。」との回答であった。 

高知港事務所において集計表への転記に要する時間は年間にすると 36 時間から 48 時

間になる。転記の所要時間が 48 時間で 1 日の勤務時間が 8 時間とすると 6 日分の業務量

となり、集計結果を自動的に集計表に反映させるような形式での表を作成してしまえば

この分の転記作業は省略することができ、他港においても同様に転記作業を省略する余

地がある。 

そのため、業者に依頼して表計算ソフトの集計結果から自動的に集計表が作成できる

ソフトを作成するなどにより、業務の効率化を図ることを検討されたい。 
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（4）本庁と出先機関との権限を合規に行うべきものについて 

高知県事務処理規則（第 5 条－別表 2）によると、出先機関の長が共通に所掌する知

事の権限に属する事務で委任するもの及び所掌するものを定めており、荷役機械は全て

出先機関の所掌に属する公有財産であり、保守管理や予算執行の権限は出先機関の長に

としている。 

ところで、シップローダー、リーチスタッカ及びガントリ－クレーン等の荷役機械保

守管理等予算執行については高知港管理事務所において行われているが、包括外部監査

において提出された「平成 17 年度一般会計決算資料」によると、物品について決算年度

末現在高として軽自動車、清掃船、機械器具（シップローダー、リーチスタッカ）及び

美術工芸品 12 点について、港湾空港局港湾課の物品として報告されている。ここで報告

されているのは、港湾課のもの一部を除き、全て高知港において使用する物品である。 

しかしながら、これら物品について、保守管理等の予算執行は高知港事務所で行い、

物品の記録、報告等財産管理を本庁港湾課で行うことは同事務処理規則に反し、適正で

ない。また、これら報告された物品のうち、軽自動車、オイルフェンス巻取機及びオイ

ルフェンスは他の港湾にもあるが、高知港のみを特別に港湾課が取扱う理由が明確でな

い。 

高知県事務処理規則に従って財産管理及び予算執行における本庁と出先機関との事務

処理権限を明確にすべきである。 

 

（5）プレジャーボートの放置艇問題について 

① プレジャーボート放置艇対策の現況 

近年のマリンレジャーの振興により、プレジャーボートが増加しており、原則自由

係留であったプレジャーボートの係留が、係留場所の私物化及び既得権化、公共施設

の破損、沈廃船化等、船舶航行の支障や港湾活動の障害となるなどの管理上の問題に

加え、違法駐車、騒音、ゴミの不法投棄や船舶からの油の流出等地域の環境保全対策

上の問題も引き起こしている。 

須崎港の現地視察をおこなった際においても、プレジャーボートをガードレールに

ロープで係留しているものや荷さばき地に不法投棄された廃船があった。 

 

写真左はガードレールに係留されているプレジャーボート、写真右は荷さばき地に

不法投棄された廃船である。（2002.10.30） 

プレジャーボートをガードレールにロープで係留しているものは、ガードレールを

破損させるおそれがあり、速やかに適切な場所に係留するよう指導する必要がある。

なお、これについて県は指導し是正するとしている。 

不法投棄された廃船については、本来であれば所有者自身が処分を行うべきである

が、平成 14 年度に小型船舶登録法が施行されるまではプレジャーボートの所有者の登

録が義務づけられていなかったため、所有者の特定が困難であり、所有者不明のもの

は県が処分せざるをえない状態である。なお、平成 17 年度に県が処分した投棄船は

14 隻でその廃棄費用は約 540 万円となっている。また、県が平成 18 年 9 月に調査し

た不法投棄船調査票（集計）によれば須崎港の不法投棄船を含めた県下の不法投棄船

の数は、全体で 117 隻、所有者不明のものは 111 隻である。所有者不明のものについ

て、これらの処分費用を県が負担した場合の見込金額は約 3,330 万円（廃船の処理に

は、一般に引き揚げ、運搬、リサイクル等の費用が必要であり、廃船のある場所、大

きさ、素材によって、処理に要する費用は大きく異なってくるが、従来の処理におい

ては１隻当たりの処理に平均 30 万円程度を要しているため、30 万円を単価として費

用を算定している。）である。 

上記のような状態のためプレジャーボートの係留・保管について、係留者のモラル

に頼るだけでは不十分となり、法制度の整備等一定の制限が必要となっており、又、

従来港湾の主要な機能とみなされていなかったレジャー面（プレジャーボートの係留

等）での機能の向上も要請されつつある。 

高知県では、こうしたプレジャーボートの放置艇対策として、平成 12 年 3 月に「高

知県プレジャーボートの係留保管の適正化に関する条例」、平成 14 年に「プレジャー

ボートの係留保管の適正化に関する総合的な方針」を定めており、収容施設の確保と

法規制を柱とした放置艇対策を実施している。 

プレジャーボート収容状況（Ｈ18.9.1 現在） 

管轄 ＰＢ隻数 許可隻数 放置艇数 収容率 
H18 年度中 

許可予定数 

H18 年度末 

予定収容率 

室戸土木 115 0 115 0.0％ 55 47.8％ 

安芸土木 24 6 18 25.0％ 0 25.0％ 

中央東土木 62 44 18 71.0％ 0 71.0％ 

須崎土木 276 80 196 29.0％ 11 33.0％ 

幡多土木 375 45 330 12.0％ 113 42.1％ 

宿毛事務所 93 78 15 83.9％ 15 100.0％ 
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管轄 ＰＢ隻数 許可隻数 放置艇数 収容率 
H18 年度中 

許可予定数 

H18 年度末 

予定収容率 

土佐清水事務所 42 0 42 0.0％ 0 0.0％ 

高知港 1,135 189 946 16.7％ 75 23.3％ 

合計 2,122 442 1,680 20.8％ 269 33.5％ 

※河川区域のプレジャーボートは含んでいない。 

 

高知県におけるプレジャーボートの放置艇の現況は、平成 18 年 9 月現在における放

置艇は 1,680 隻、適正収容されているのは平成 18 年 9 月現在で 442 隻（約 2 割）であ

る。これに対して県では平成 19 年度の上半期には約 1,100 隻（約 5 割）の許可を達成

できるよう取り組んでいる。 

 

② 高知港湾のプレジャーボートの収容能力について 

現在の高知港の港湾計画におけるプレジャーボートの係留・保管計画は平成 10 年度

のプレジャーボート隻数を基準に平成 20 年代前半を目標年次として策定しており、そ

の概要は下記の表となっている。 

 

 ﾌﾟﾚｼﾞｬｰ 

ﾎﾞｰﾄ隻数 
放置艇隻数 収容隻数 充足率 

現状（Ｈ10 年度） 1,113 899 214 19.2％ 

対策前 1,410 1,030 380 27.0％ 目標年次 

（平成 20 年代前半） 
対策後 1,410 95 1,315 93.3％ 

※ 目標年次の対策前の放置艇隻数は放置艇対策が行われなかった場合の見込隻数

である。 

※ Ｈ10 年度の収容隻数の内訳は公的施設 114 隻、民間施設 100 隻である。 

※ 目標年次の対策後の収容隻数の内訳は公的施設1,135隻、民間施設180隻である。 

 

公的施設について、県では、平成 14 年度に定めた「プレジャーボートに関する総合

的な方針」に基づき漁船船だまりの整理、仁井田ボートパークの整備、暫定係留施設

の整備等により対応することとしているが、高知港湾内の各地区のプレジャーボート

の収容能力及び収容不能分をどの地区に移動させるといったことについて平成 13 年

に県が調査した高知港湾内のプレジャーボートの収容可能数、収容不能隻数及び仁井

田ボートパーク完成後の収容不能隻数は下表のとおりである。 

 

高知港湾の収容不能隻数（平成 13 年時） 

収容可能隻数 
区域 

物揚場等 暫定係留施設 計 

収容不能 

隻数① 

ﾌﾟﾚｼﾞｬｰ 

ﾎﾞｰﾄ計 

ﾎﾞｰﾄﾊﾟｰｸ建設 

による収容可 

能増加隻数② 

差引収容 

不能隻数 

③（①―②） 

港湾区域 572 302 874 245 1,119 320 －75 

河川区域 － － － 191 191 － 191 

計 572 302 874 436 1,310 320 116 

 

これによれば、仁井田ボートパーク完成後の高知港湾全体でのプレジャーボートの

収容可能隻数は 1,194 隻、収容不能隻数は 116 隻となっている。区域ごとにみると、

港湾区域では 75 隻分の空きがあるのに対し、河川区域では 191 隻が収容不能となって

いる。 

収容不能隻数については、県がその地区でプレジャーボート対策に着手したことに

よって、所有者自身が他の地区へ移動したり、陸上保管に切り換える、または沈廃船

もあるため、実際には同数が収容不能となることはないと見込まれる。そのため、平

成 13 年時点で港湾区域では 75 隻以上の余剰収容能力を有しているといえる。また、

平成 18 年 9 月 1 日現在での高知港湾内のプレジャーボート隻数は 1,135 隻であり、高

知港湾区域のプレジャーボートの収容能力 1,194 隻を 59 隻下回っているため、現時点

においても港湾区域に限れば余剰収容能力を有しているといえる。 

 

③ 仁井田ボートパークについて 

県では、プレジャーボートの放置艇対策のため、仁井田ボートパークを約 2 億 9,500

万円の事業費をかけて整備し、平成 18 年度より供用を開始しているが、320 隻の枠に

対して実際に利用しているのは平成 19 年 1 月 23 日現在で 146 隻にとどまっている。 

利用が低迷している原因は、所有者の特定が困難であるため対策が遅れていること

が原因であるが、このまま港湾区域の放置艇の対策が進んだとしても、プレジャーボ

ートの所有者は自らの住居地との距離的問題等から、その区域での係留を望む場合が

ほとんどであるため、県としても防波堤や護岸の静穏域を確保できる場所を暫定係留

施設として、できるだけその区域で収容するようにしていること、高知港湾区域では

余剰収容能力を有していることから、仁井田ボートパークに余剰枠が生じる可能性が

ある。 

これについては港湾課によれば、河川域等のどうしても流出の可能性の高い区域な

どの危険な場所については仁井田ボートパークに移動するよう指導しているとのこと

であった。 
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ところで、河川区域に係留しているプレジャーボートについては河川法が適用され

るため、港湾空港局港湾課の主管ではなく、土木部河川防災課の主管となっている。 

河川防災課によれば、河川区域に係留しているプレジャーボートの放置艇について

港湾区域のように放置等禁止区域を設定し許可制により係留を認めていくのか、河川

区域の放置艇はすべて締め出すのか、放置艇を収容するための係留施設はどうするの

か、暫定係留施設で対応するのかといった事項について、各河川によりそれぞれ状況

が異なるため一括りにできない等の理由により具体的方針は未だ定まっていない。 

当然に、現地説明会などの予定もまったくたっていないため、仁井田ボートパーク

へ移動させる予定年月、予定隻数ともに未定である。また、ボートパークの収容枠を

どの程度河川の放置艇に割り当てるかといったことについても港湾課、河川防災課で

協議されていない。 

以上のことから、河川区域の放置艇対策はまだ端緒についていないため、仁井田ボ

ートパークに余剰枠が生じたまま十分に利用されない可能性がある。施設は未使用で

あっても、時間の経過とともに陳腐化していきその利用可能年数も短くなることから、

一刻も早く施設の有効活用を図られたい。 

また、現状では港湾区域のみ放置艇対策が進んでいる状況であるが、港湾課では仁

井田ボートパーク以外の係留施設を建設する予定はなく、既存の係留施設、暫定係留

施設により放置艇を適正収容していく方針であり、河川防災課でも新規の係留施設を

建設する予定はない。 

河川区域を含めれば現状の収容能力ではすべての放置艇を収容することはできない

ことから、港湾区域のみ対策を進めてボートパークの利用が高まれば、一方では河川

区域等の流出の可能性の高い区域の移動させる必要のあるプレジャーボートを移動で

きなくなるおそれもある。 

防災上の観点からは、流出等の危険性の高い区域から対策を進めていくべきであり、

新規に係留施設を建設せずにボートパークを含めた既存施設で放置艇を収容する予定

なのであればなおさら流出の可能性の高い区域などの危険な場所から対策を進めるべ

きである。関係機関で早急に協議を行い、具体的な方針を定め対策を講じる必要があ

る。 

 

 

第 3 利害関係 

包括外部監査の対象とした事件（テーマ）につき、私は地方自治法第 252 条の 29 の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

  

以上 
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包括外部監査の結果に関する報告に添えて提出する意見 

1． 港湾特会収支に対する考え方 

(1) 港湾特会における事業としての意識と責任感の低さ 

港湾特会収支シミュレーションの結果でも明らかなように港湾特会における事業は、

いわゆる事業としての体をなしていない。このことは、異論を差し挟む余地の無いほど

明らかなことである。その理由は監査の結果の中でも指摘しているのであるが、事業開

始当初において収支の見込み等について経営といった観点からは全く行っておらず、さ

らに事業の進行過程において収支管理はほとんど行っていないという実態があった。 

事業はドンブリ勘定では適切な管理などできるはずがない。三つの重要港湾の個別の

収支も不明な状態で、港ごとの起債の償還可能性も検討できておらず、そのような状態

からは、基本的に支出を収入をもって充てるという特別会計を他の会計と区分し管理す

ることの本質が十分に尊重されているとは認められない。今一度基本に戻って再確認す

る必要性を感じるとともに、港湾特会における事業としての意識と責任感の低さを感じ

る。 

 

(2) 港湾特会の収支を均衡させるには 

現在、港湾特会は収支が不均衡であり、その収入をもって支出をまかなうには、新た

な投資をしない場合でも今後百数十年必要であることは先に触れた。収支均衡させるた

めの解決方法としては、非常に単純な数式しかない。すなわち収入を増やすか、支出を

抑えるかである。 

収入を増やすには、分譲の促進や、稼働率の向上といったことが考えられる。一方支

出を抑えるには、基本的な節約や、必要最低限のメンテナンスといったランニングコス

トの削減のほかに、事業の停止や、人件費の抑制といった対策がある。 

 

(3) 高知新港、宿毛新港という商品自体の魅力 

さらに根本的問題として、果たして、高知新港、宿毛新港は、顧客にとって魅力のあ

る商品なのであろうか？県はそのような観点で、両新港を評価したことがあるのであろ

うか。魅力という言葉は簡単に説明はできないが、あえていえば、低価格か，高付加価

値ということに整理できる。 

今一度問う。高知新港、宿毛新港は、顧客にとって魅力のある商品なのであろうか？ 

答えは決して魅力があるとはいえない状態だと思う。商品価値がないとまでいうこと

には、反論があるかもしれないが、あくまで港湾整備と一体で分譲しようとしている工

業団地については、港湾施設が未完成ないし不十分である限りは商品価値が発生しない

と考えるべきである。 

さらに、現状における施設の利用度の向上と港湾施設の整備の進行に関する関係は、

まるで鶏と卵のような関係になっている。企業が来てくれて港を利用してくれれば、国

が防波堤の整備をしてくれて、港の利用はしやすくなる。港が利用しやすくなれば利用

する企業が増える。 

しかしこのことは真実なのであろうか？防波堤が整備されれば果たして商品としての

魅力がでる状況にあるのであろうか？県は、宿毛臨海工業団地の現状を自分の素直な感

性で率直に直視する必要がある。県はその無限連鎖のような論理に思考を停止している

感すらある。 

 

 

2. 宿毛新港の今後の事業展開について 

(1) 事業はあきらかに失敗であり、すでに破綻していることを認めること 

宿毛湾港の平成 17 年度の特別会計の使用料収入は 6,500 千円であり、一方平成 17 年

度末の港湾特会の宿毛湾港に係る起債残高は 3,566,809 千円であることは、すでに監査

の結果において触れたところである。このことは、債務が年間収入 549 年分であるとい

うことである。さらに、防波堤の整備等の状況も、すでに監査の結果で触れているとこ

ろであるが、楽観的な情報は全くないと言っていいくらい悲観的な情報の羅列であった。 

このような条件を考慮する時、宿毛新港の今後の事業展開を検討する基本的スタンス

として「事業はあきらかに失敗であり、すでに破綻している」ということを認める必要

がある。 

このことは、事業が持っている景気対策や、雇用面での効果を全く否定するものでは

ない。ただし景気対策としての側面での役割や、雇用面での役割は終了したと総括すべ

きである。 

本報告書で港湾施設別の稼働率や、港の現状をこと細かく指摘してきた真意は、宿毛

新港については、明らかに破綻した事業であり、損害を最小限にして撤退するという選

択肢も重要なものであることを提示したいがためである。 

 

(2) 最も悲観的なストーリ－を想定すること 

    あくまで印象であるが、ヒアリングや意見交換に際して、宿毛新港の最も悲観的なス

トーリーは港湾空港局サイドからはほとんど聞けなかった。 

年間で数回しか使用されない岸壁が生きているとはなかなか認められるものではない

と思う。将来を予測する時、我が国の産業構造の知識集約型への変化も視野に入れなけ

ればならない。すなわち、臨海工業地帯に工場を設置するという需要自体が減少してお

り、臨空工業地帯への工場立地が増加する傾向に注目する必要がある。また、高知県の

主要産品である生鮮食料品についても、大量輸送より、輸送の機動性が重視される傾向
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が強まっている。宿毛新港については、後背地の状況からも、この先の経済状態から見

ても、宿毛新港が生き返ることは非常に困難な状態であると思う。 

宿毛新港の今後の事業展開を検討する際に、「事業はあきらかに失敗であり、すでに破

綻している」ということを認めるとともに、「宿毛新港はもう生き返ることはない」とい

う最も悲観的なストーリーを想定すべきである。 

 

(3) 勇気を持った計画の見直しをすべきである 

当初の計画で期待された効果の実現が困難だと判断されたら、プロジェクトは、その

計画の変更、中断、停止を検討する必要がある。計画よりも大幅に低い効果しか期待で

きないのであれば、継続を断念する必要が生じる。停止した後は、再利用等最低限の投

資による最大限の効果の発現を検討すべきである。 

港湾空港局は、宿毛臨海工業団地へ企業の誘致方針として、監査の過程においてはあ

くまで港を使用する企業を誘致し、水際からの処分を先行させていくとしているが、ま

ずその立場を放棄し、どうしたら最も処分が順調に行えるかという立場に立ち返るべき

である。 

 

(4) 今後の方針 

理念的な議論はさておき、宿毛新港の今後の事業展開について具体的にどのようにす

るかについてのアイデアのひとつとして、以下に記載する。 

ただし、これはあくまで一つの試案であり、具体的な方法は、さらに広く民間からも

募集して検討すべきである。もし良いアイデアが出てこないなら、最終的には事業を放

棄し、安全を確保した上で現状を放置するといった最悪の結果も視野に入れての試案で

ある。 

① 陸域部分を含めた全体としての分譲単価について 

分譲価格については、陸域部分も海域部分と同額に設定し、かつ補助金を含めた分

譲価格は高知西南中核工業団地と同じレベルかそれ以下に設定する。 

先行の高知西南中核工業団地に対し、現在の状態においては、臨海ということがそ

の完成度から決してメリットとはなっておらず、逆に海が近く潮風や越波の影響など

がデメリットとなっておりそのような点を考慮した結果である。 

 

② 造成工事はすべて中止し現況で団地全域を分譲対象とする 

現段階で工業団地に対する投資は一切停止する。今後は、現況で団地全域を分譲対

象として用地販売を行い、分譲が決定した段階で追加して行わなければならない造成

工事は、購入事業者が必要な造成工事を行うとともに、当該費用については県が別途

補助金等により措置する。 

可能性を求めての先行支出は、排除すべきである。ただし、分譲が実現した場合に

は、相当の整備を要する可能性がある。そのため、県は未完成部分については造成費

用を何らかの形で負担する必要がある。 

 

③ 建設予定の道路についても今後とりあえず凍結する 

建設予定の道路については今後とりあえず凍結する。臨港道路池島 1 号線の未完成

部分についても、当然に凍結する。 

 

④ 主管課を商工労働部企業立地課に移す 

非常事態であり県庁全体として対応する必要がある。さらに港を利用する企業で、

かつ、工業団地という発想を転換する必要もある。そのため、企業誘致においては実

績のある企業立地課を販売面の主管課とする。 

 

 (5)  この意見の主旨 

この意見に限らずこの報告は、職員の意気を喪失させようとして行っているものでは

ない。もし県の職員がこの報告でそのような印象を受けたとしたならそれは、私の真意

ではないことをここで表明しておきたい。 

今回の監査の過程においては、個々の職員といったレベルではなく、いわば県庁全般

が公式には港湾事業、中でも宿毛新港の現状の認識、確認を避けているかのように見え

るのである。宿毛新港の置かれているような非常に困難な状況を打開していくためには、

まず、冷徹なまでの現状の確認が必要である。その現状確認を基に、対策を立てるので

ある。甘い現状認識では、対策も甘くなる。宿毛新港の置かれている現状は、そのよう

な厳しい現状認識から導き出された対策を、まさに全庁一丸となって遂行しなくては打

開できないものである。 

 

3. 宿毛新港の臨海工業団地の土地先行取得資金について 

宿毛市土地開発公社への臨海工業団地の先行取得費のための貸付金については、その問

題点を監査の結果で指摘したところであるが、その解消方法について意見として記載する。 

(1) 事業の失敗による負担を県民に求めるべきではない 

平成18年度末の宿毛市土地開発公社による用地先行取得資金残高4,884百万円は平成

17 年 1 月の国勢調査による県民人口 796,292 人から計算すると県民一人当たり約 6,133

円の負担になる。 

また、平成 15 年度に導入された森林環境税は、県民税（個人・法人）均等割を 500

円上乗せするという超過課税によったのであるが、当初年額 140 百万円を見込んでいた。

平成 15 年度から平成 17 年度の実績は 3 年間合計で 411,055 千円であった。この金額か



�
�
�
�
�
�

�

�

�

	




�

�
�



�

�
��
�
�
�
��
�
�

��

ら推算すると、平成 18 年度末の宿毛市土地開発公社による用地先行取得資金 4,884 百万

円を回収するには約 36 年を要する。 

しかし、すでに指摘しているように、分譲単価の決定過程に見られるような、まさに

「ずさん」としか言いようのない事業遂行姿勢を垣間見る時、事業の失敗による負担を

決して県民に求めることはできないと考える。また、このような負担を県民が無条件で

認めるかははなはだ疑問といわねばならない。 

 

(2) 事業の失敗に対する具体的責任の取り方 

一方、平成 18 年度の決算見込ベースにおける職員及び議員を含む特別職のボーナスを

除いた年間給与は合計で約 108,466 百万円と見られる。また同様の年間ボーナスは約

27,384 百万円と見られる。今後、いわゆる団塊世代の退職等により単純に計算はできな

いのであるが、一応の目処としてこの金額を材料として試算すると、平成 18 年度末の宿

毛市土地開発公社による用地先行取得資金 4,884 百万円は年間給与の約 4.5％に、年間

ボーナスの約 17.8％に、年間給与総額の約 3.5％にそれぞれ相当している。また、同様

の試算で年間ボーナスの 3％相当額は約 822 百万円であり 6 年分は約 4,929 百万円とな

る。 

当時の判断に誤りがあったか否かについてここで論じることはできない。しかし、諸

般の実態を総合的に判断すれば、宿毛新港に関わる事業は、あきらかに失敗であったと

結論付けるべきである考えは前項において示した。そのことを県民に対し明確にすると

ともに、あくまで判断の当否に関係なく、結果としての失敗に対する責任を高知県庁は

負うべきである。 

比較的実現の可能性があり、県民あくまで県民の納得のいく方法の一つとしては、6

年間を目処に知事、議員を含む特別職及び職員のボーナスの 3％をカットするといった

方法も検討のステージに乗せる覚悟が必要であると考える。 

当然に今後用地の売却が進めば、その売却金額に相当する期間はカットを短縮するこ

とも考慮はすべきである。 

 

(3) 土地先行取得資金は事業資金のほんの一部である 

なお、この金額は、現在不自然な状態となっている、宿毛市土地開発公社に先行取得

させた用地を、精算して県が取得するためだけの資金である。 

別途指摘している港湾特会の起債元利残高及び一般会計借入金平成 18 年度末での地

方債残高 11,774,533 千円、一般会計借入金残高 3,605,447 千円、これに今後支払を要す

る地方債利息 1,426,845 千円、合計 16,806,825 千円については一切考慮していないこと

を確認しておく。 

以  上 

＜ 参 考 資 料 ＞ 

参考資料  1  港湾法における港湾の区分及び漁業法による漁港の区分等 

1．港湾法第 2 条 2 項による港湾の種類 

港湾法第 2 条 2 項 

この法律で「重要港湾」とは、国際海上輸送網又は国内海上輸送網の拠点となる港湾そ

の他の国の利害に重大な関係を有する港湾で政令で定めるものをいい、「特定重要港湾」と

は、重要港湾のうち国際海上輸送網の拠点として特に重要な港湾で政令で定めるものをい

い、「地方港湾」とは、重要港湾以外の港湾をいう。  

 

（1）特定重要港湾 

重要港湾のうち，国際海上輸送網の拠点として特に重要な港湾。苫小牧港，室蘭港，

千葉港，東京港，四日市港，神戸港など 23 港が指定されているが、高知県には無い。特

定重要港湾の主要な役割は①低廉で効率的な物流のための国際海上輸送網の拠点②必需

物資を取り扱う国際海上輸送網の拠点といわれている。 

（2）重要港湾 

国際海上輸送網または国内海上輸送網の拠点となる港湾その他の国の利害に重大な関

係を有する港湾であり、特定重要港湾以外に釧路港，酒田港，青森港，高松港，長崎港

など 105 港が指定されている。重要港湾の主要な役割は①低廉で効率的な物流のための

海上輸送網の拠点②必需物資を取り扱う海上輸送網の拠点③国土の均衡ある発展を支え

る海上輸送網の拠点④その他の政策的な要請への対応といわれている。重要港湾は海上

輸送網の拠点と位置づけられているが、後背地に工業地帯を有しているものが多く、重

要港湾の整備を促進するため、整備費用に係る国庫補助金は地方港湾のそれと比べて、

高率に設定されている。 

（3）地方港湾 

重要港湾以外の港湾。江差港，館山港，萩港，下田港など 956 港が指定されている。 

（4）避 難 港 

地方港湾のうち，小型船の避難港として指定された港湾。暴風雨に際し小型船舶が避

難のために停泊することを主目的とし通常貨物の積卸又は旅客の乗降の用に供せられな

い港湾。北海道の松前港，奥尻港，静岡県の下田港など全国で 35 港が指定されている。 

重要港湾が国際・国内海上輸送網の拠点として位置づけられているのに対し、地方港

湾は当該地域の海上交通拠点としての性格が強い。港湾整備の面から見ると、地方港湾

は重要港湾よりも優先度が低いため、整備費用に係る国庫補助金は重要港湾のそれと比

べて、低率に設定されている。 

地方港湾の中には、漁船の利用が中心となっている港湾も少なくない。 

 



�
�
�
�
�
�

�

�

�

	




�

�
�



�

�
��
�
�
�
��
�
�

��

2．漁港法上の漁港の分類 

漁港とは、漁業に必要な物資を供給し、漁獲物の陸揚げ・輸送に関する設備が常設され

ており、また漁獲物の一部の加工・貯蔵施設を備えた港である。 

漁港法では，漁港を 4 種類に分けており，平成 17 年 7 月 1 日現在、2,924 の漁港があ

る。 

（1）第 1 種漁港   

利用する範囲が地元の漁業を主とするものであり，全国では 2，214 の港があり高知県

には 74 の港がある。 

（2）第 2 種漁港   

利用範囲が第 1 種漁港より広く，第 3 種に属さないもので，全国では 495 の港があり

高知県には 9 の港がある。 

（3）第 3 種漁港 

利用範囲が全国的な港であり，次に記す特定 13 港を除き全国では 101 の港があり高知

県には 4 の港がある。 

（4）特定第 3 種漁港 

第 3 種漁港のうち，水産業の振興上特に重要な港。全国では 13 の港が指定されている

が、高知県にはない。 

（5）第 4 種漁港 

離島その他の辺地にあって，漁船の避難上特に必要なもの。全国では 101 の港が、高

知県では 1 の港が定められている。 

参考資料  2  港湾空港局所管事務 

港湾空港企画課 

1 局の政策の総合的な企画及び調整に関すること。 

2 局内の予算、組織及び定数に関すること。 

3 局内の事務事業全般の見直しに関すること。 

4 局内の事業評価及び行政経営品質向上システムの推進に関すること。 

5 局内の事務の総合調整に関すること。 

6 局内の他の課の主管に属しないこと。 

港湾課 

1 港湾施設の建設及び改良に関すること。 

2 港湾の管理に関すること。 

3 港湾の調査及び計画に関すること。 

4 港湾に係る公有水面の埋立てに関すること。 

5 前各号に掲げるもののほか、港湾に関することで他の課及び室の主管に属しない事務の

処理に関すること。 

海岸課 

1 海岸保全施設の建設及び改良に関すること。 

2 港湾施設及び海岸保全施設の災害復旧事業に関すること。 

3 海岸の管理に関すること。 

4 海岸の調査及び計画に関すること。 

5 海岸に係る公有水面の埋立てに関すること。 

6 前各号に掲げるもののほか、海岸に関することで他の課及び室の主管に属しない事務の

処理に関すること。 

港湾空港振興課 

1 重要港湾の振興に関すること。 

2 宿毛湾港工業流通団地の開発計画に関すること。 

3 高知空港の整備促進に関すること。 

4 高知空港の整備に伴う地域整備に関すること。 

5 高知県高知空港対策推進本部に関すること。 
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参考資料  3  港湾空港局予算体系表 

 

参考資料  4  一般会計と特別会計   

1．特別会計とは 

地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分される。（地方自治法 209 条 1 項） 

一般会計は、地方公共団体の行政一般の事務を包括的に処理するための会計であり、住民

に広く行われる事業における歳入・歳出の会計である。 

特別会計とは、特定の事業を行う場合又は特定の収入で事業を行う場合に、経理を他の

会計と区別する必要がある場合において条例に基づいて設置しているものである。 

国・地方公共団体の会計は、すべての歳入・歳出などを単一の会計で経理することが原

則となっているが、この原則に固執すると、かえって個々の事業の損益や資金の運営実績

などが不明となり、好ましくない場合がある。そのような場合、特別な事業について、例

外的に一般会計から切り離して独立の会計を設けて経理を行うことを認めている。 

 

特別会計に関する法律・条例等の規定 

○地方自治法（抜粋） 

（会計の区分） 

第二百九条 普通地方公共団体の会計は、一般会計及び特別会計とする。 

2 特別会計は、普通地方公共団体が特定の事業を行なう場合その他特定の歳入をもって

特定の歳出に充て一般の歳入歳出と区分して経理する必要がある場合において、条例で

これを設置することができる。 

 

○地方財政法（抜粋） 

（公営企業の経営） 

第六条 公営企業で政令で定めるものについては、その経理は、特別会計を設けてこれ

を行い、その経費は、その性質上当該公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが

適当でない経費及び当該公営企業の性質上能率的な経営を行なってもなおその経営に伴

う収入のみをもって充てることが客観的に困難であると認められる経費を除き、当該企

業の経営に伴う収入（第五条の規定による地方債による収入を含む。）をもってこれに充

てなければならない。但し、災害その他特別の事由がある場合において議会の議決を経

たときは、一般会計又は他の特別会計からの繰入による収入をもってこれに充てること

ができる。 

○地方財政法施行令（抜粋） 

（公営企業） 

第三十七条 法第六条の政令で定める公営企業は、次に掲げる事業とする。 

－略－ 

七 港湾整備事業（埋立事業並びに荷役機械、上屋、倉庫、貯木場及び船舶の離着岸を
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補助するための船舶を使用させる事業に限る。） 

－略－ 

 

高知県特別会計設置条例 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 209 条第 2 項の規定に基づき、次のとおり

特別会計を置く。 

目  的              名 称 

港湾施設の整備事業を行うため   高知県港湾整備事業特別会計 

－略－ 

 

参考資料  5  港湾関係起債事業制度の概要 

港湾関係起債事業の概要 

港湾関係起債事業は、港湾の施設整備において直轄事業（国）、補助事業（港湾管理者）

等の港湾整備事業（基本施設等を整備する事業）の対象にならない施設の整備や用地の造

成を行うにあたって、港湾管理者等の地方公共団体が地方債の発行により所要の資金を賄

って実施する事業であり、「港湾機能施設整備事業」と「臨海部土地造成事業」に大別され

る。 

港湾機能施設整備事業 

港湾機能施設整備事業は港湾整備事業による岸壁等の基本施設の整備に対応して、港

湾の機能を効率的に発揮させるために必要な埠頭用地、上屋、荷役機械、引船等を整備

するものである。 

臨海部土地造成事業 

臨海部土地造成事業は流通施設用地や保管施設用地等物流の効率化に資するもの、環

境問題への対応等国民生活の質の向上に資するための用地及び臨海部に立地する工業の

ため等の土地造成であり、これを土地利用の性格付けから、都市再開発等用地と工業用

地に区分している。 

 

 

       ↑                 ↑ 

原則一般会計で扱う          特別会計で扱う 
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参考資料  6  平成 17 年度使用料歳入一覧表 

 

参考資料  7  高知港の埠頭及び係留施設の状況 
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参考資料  8  高知新港の埠頭及び係留施設の状況 

 
 

 

参考資料  9  須崎港の埠頭及び係留施設の状況 
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参考資料  10  宿毛湾港の埠頭及び係留施設の状況 
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参考資料  11  宿毛新港の計画図 

 

参考資料  12  港湾施設の使用料・占有料の状況 
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参考資料  13  港湾特会収支シミュレーションの詳細 
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